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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数は就業人員数を表示しております。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

４ 平均臨時雇用者数が従業員数の100分の10以上となったため、第74期より記載しております。 

５ 純資産額の算定にあたり、第76期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号）を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第72期 第73期 第74期 第75期 第76期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 21,556 22,124 26,065 31,706 38,098

経常利益 (百万円) 1,394 1,812 2,480 8,948 10,830

当期純利益 (百万円) 592 974 1,875 5,123 6,234

純資産額 (百万円) 17,275 18,003 19,603 24,524 29,980

総資産額 (百万円) 36,741 34,973 31,868 35,616 41,076

１株当たり純資産額 (円) 568.21 592.45 645.18 403.06 493.00

１株当たり当期純利益 (円) 18.71 31.46 60.88 83.33 102.75

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ─

自己資本比率 (％) 47.0 51.5 61.5 68.8 72.8

自己資本利益率 (％) 3.46 5.52 9.98 23.22 22.91

株価収益率 (倍) 30.53 32.17 54.04 101.28 56.16

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,296 3,826 6,147 8,696 5,960

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,838 △1,339 868 △2,848 △ 4,984

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,696 △2,616 △5,469 △5,425 △ 1,522

現金及び現金同等物 
の期末残高

(百万円) 787 644 2,186 2,609 2,063

従業員数 
(ほか、平均臨時雇用者
数)

(人)
722 
(－)

694
(－)

585
(69)

646 
(72)

683
(86)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数は就業人員数を表示しております。 

３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

４ 第75期に１株を２株とする株式分割を実施しております。 

５ 純資産額の算定にあたり、第76期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号）を適用しております。 

  

回次 第72期 第73期 第74期 第75期 第76期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (百万円) 11,669 11,644 15,197 23,181 27,932

経常利益 (百万円) 541 556 1,323 7,337 8,996

当期純利益 (百万円) 253 288 1,042 4,307 5,348

資本金 (百万円) 4,812 4,812 4,812 4,812 4,812

発行済株式総数 (株) 30,385,455 30,385,455 30,385,455 60,770,910 60,770,910

純資産額 (百万円) 18,089 18,147 18,928 23,036 27,556

総資産額 (百万円) 29,591 28,690 27,082 30,894 35,690

１株当たり純資産額 (円) 595.30 597.49 623.31 378.83 454.15

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額)

(円)

(円)

7.50

(―)

7.50

(―)

10.00

(―)

15.00

(―)

25.00

(─)

１株当たり当期純利益 (円) 7.86 9.16 33.80 70.17 88.14

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ─

自己資本比率 (％) 61.1 63.2 69.9 74.6 77.2

自己資本利益率 (％) 1.40 1.59 5.63 20.53 21.14

株価収益率 (倍) 72.52 110.48 97.34 120.28 65.47

配当性向 (％) 95.4 81.9 29.6 21.4 28.4

従業員数 (人) 369 371 386 440 505



２ 【沿革】 

 
  

昭和23年９月 東京都中央区において三和通商株式会社を設立。資本金300万円。

  28年８月 商号を東邦チタニウム株式会社に変更。

事業目的を金属チタンの製造・販売に変更。

  29年２月 神奈川県茅ヶ崎市に工場を建設。

スポンジチタン製造設備完成。チタン事業に進出。

  30年５月 株式を公開。東京証券市場店頭売買。

  35年７月 チタンインゴット設備完成。以後逐次増設。

  36年10月 株式を東京・大阪証券取引所市場第二部に上場。

  38年４月 高純度酸化チタン設備完成。電材事業に進出。

  40年６月 三塩化チタン触媒設備完成。触媒事業に進出。

  62年７月 加工部門が独立してトーホーテック㈱(現 連結子会社)を設立。

平成２年５月 ユニオン タイタニウム スポンジ コーポレーションに出資。

  ２年８月 三京ダイヤモンドグループ(三京ダイヤモンド工業㈱、㈱三京ダイヤモンド商事他)

を買収。 

ダイヤモンド工具事業に進出。

  ３年７月 東邦環境サービス㈱、㈱東邦プラント合併。社名を㈱テスコ(現 連結子会社)に変

更。

  ８年７月 ISO9002登録。

  10年１月 東チタ触媒黒部㈱を設立。

  10年４月 三京ダイヤモンド工業㈱と㈱三京ダイヤモンド商事合併。

  10年12月 ISO14001登録。

  11年２月 日立工場EB溶解工場設備完成。

  11年３月 東チタ触媒黒部㈱工場完成。

  11年７月 ISO9001登録拡大。

  12年９月 東邦キャタリスト㈱(旧東チタ触媒黒部㈱、現 連結子会社)へ触媒事業を譲渡。

  17年３月

  18年９月

三京ダイヤモンド工業㈱を株式譲渡。

東京証券取引所市場第一部に指定。



３ 【事業の内容】 

当社グループは当社、子会社４社及び関連会社２社により構成されており、金属チタン事業のほか、高

純度酸化チタン等の電子セラミックス原料、プロピレン重合用触媒の製造、販売を主な事業としておりま

す。また、本年１月、チッソ㈱及び新日鉱ホールディングス㈱との間で、太陽光発電用途ポリシリコン製

造技術実証化に関し、合弁会社を設立いたしました。 

この他にその他の関係会社である新日鉱ホールディングス㈱とその子会社の日鉱金属㈱があります。新

日鉱ホールディングス㈱は、石油、金属及び電子材料等それぞれの製造、販売を事業としている中核事業

会社の持株会社であります。日鉱金属㈱は、新日鉱ホールディングス㈱の100％子会社であり、非鉄金属

製錬業を主な事業の内容としております。当社と関係会社の事業上の位置付け並びに事業の種類別セグメ

ントとの関連は次のとおりであります。 

  
  

 
  

事業の系統図は次のとおりであります。 
  

 

  
(注) １．従来、日鉱金属㈱が保有していた当社の株式の全ては、平成18年４月１日をもって、新日鉱グループ再編の

一環として、新日鉱ホールディングス㈱に承継されました。これにより、日鉱金属㈱は、その他の関係会社

ではなくなりました。 

２．従来、トーホージャステム㈱へ委託していた構内生産付帯作業は、平成18年４月１日をもって、当社へ移管

いたしました。これにより、トーホージャステム㈱は、休眠会社となりました。 

  

事業の種類別 
セグメント

主要製品 主要な会社

金属チタン事業
スポンジチタン、チタンインゴッ
ト、高純度チタン、チタン加工
品、四塩化チタン

当社、トーホーテック㈱、
トーホージャステム㈱（休眠会社）

電材事業
高純度酸化チタン、超微粉ニッケ
ル

当社

触媒事業 プロピレン重合用触媒 東邦キャタリスト㈱

その他事業

環境分析、流出油処理剤、工事
用・生産用資材、工事施工管理等
の請負、太陽光発電用途ポリシリ
コンの実証化研究等

㈱テスコ、日本ソーラーシリコン㈱、日本ウィスカ
ー㈱



４ 【関係会社の状況】 

  

 
(注) １ 主要な事業の内容欄には、その他の関係会社を除いて事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２ ※１：有価証券報告書を提出しております。 

３ ※２：トーホーテック㈱及び東邦キャタリスト㈱については、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除

く。)の連結売上高に占める割合が100分の10を超えております。 

 
４ ※３：東邦キャタリスト㈱は、特定子会社であります。 

５ ※４：その他の関係会社であり、新日鉱ホールディングス㈱の100％子会社である日鉱金属㈱は、平成18年

４月１日付で、新日鉱グループ金属系３社の事業統合の一環として新日鉱ホールディングス㈱と合併しまし

た。これに伴い、日鉱金属㈱が保有する当社の株式全てが、同日付で新日鉱ホールディングス㈱に承継され

ております。 

  

名称 住所
資本金又は 
出資金 

(百万円)

主要な事業 
の内容

議決権の 
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有割合
(％)

（連結子会社）

トーホーテック㈱
※２

神奈川県 
茅ヶ崎市

160 金属チタン事業 90.0 ―

チタン製品を販売しております。 
事務所、機械装置等を賃貸してお
ります。 
資金の貸付を行っております。 
役員の兼任 ３名

㈱テスコ
神奈川県 
茅ヶ崎市

35 その他事業 100.0 ―
分析を委託しております。 
事務所を賃貸しております。 
資金の貸付を行っております。

東邦キャタリスト㈱
※２、※３

富山県 
黒部市

1,000 触媒事業 100.0 ―

チタン製品を販売しております。
土地を賃貸しております。
資金の貸付を行っております。
役員の兼任 ２名

トーホージャステム㈱
神奈川県 
茅ヶ崎市

10 金属チタン事業 100.0 ― ―――――

(持分法適用関連会社)

日本ウィスカー㈱
神奈川県 
茅ヶ崎市

200 その他事業 50.0 ―

チタン製品及び原料を販売してお
ります。
事務所、建物を賃貸しておりま
す。
役員の兼任 ２名

(その他の関係会社)

新日鉱ホールディングス㈱
※１、※４

東京都 
港区

40,000

石油、金属及び
電子材料等それ
ぞれの製造、販
売を事業として
いる中核事業会
社の株式を所有
している持株会
社

0.0 34.31 ―――――

主要な損益情報等

① 売上高 ② 経常利益③ 当期純利益 ④ 純資産額 ⑤ 総資産額

東邦キャタリスト㈱ 5,463百万円 1,460百万円 862百万円 2,511百万円 6,859百万円

トーホーテック㈱ 4,227百万円 633百万円 361百万円 677百万円 2,927百万円



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

     ２ 従業員数欄の(外書)は、臨時従業員数の当連結会計年度の平均雇用人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 
  

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３ 従業員数が前事業年度に末に比べ65人増加しておりますが、主として金属チタン需要増に伴う増産に対応し

た人員の拡充によるものであります。 

(3) 労働組合の状況 

当社グループには、東邦チタニウム労働組合が組織(組合員数607人)されており、JAM神奈川に属して

おります。 

なお、労使関係は極めて円滑に推移し、特記すべき懸案事項はありません。 

  

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

金属チタン事業
336 
(57)

電材事業
74 
(1)

触媒事業
112 
(6)

その他事業
23 
(9)

全社(共通)
138 
(13)

合計
683
(86)

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

505 38.7 15.1 6,722



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度における我が国経済は、企業収益が好調に推移する中、設備投資が増加し、輸出も拡

大いたしました。また、雇用情勢及び個人消費にも改善が見られ、景気は穏やかな回復基調が続きまし

た。特に素材産業は、中国を中心とした世界的な素材需要の拡大により、高水準の生産・販売を維持い

たしました。しかし一方で、原油や素材の価格動向など、不透明な面も現われはじめました。 

金属チタン業界は、世界の航空機産業の更なる拡大とアジアを中心とした一般産業需要の拡大によ

り、好調を持続いたしました。 

 当社は、好調な需要に対応するため、フル操業を維持し、製品の安定供給に努めました。また、チタ

ンインゴットの新工場の建設に着手するとともに、スポンジチタンの大幅な能力増強の検討を進めまし

た。 

 このような状況の下、金属チタンの販売量は前連結会計年度から更に増加し、販売価格の改善もあ

り、金属チタン事業は、大幅な増収増益を達成いたしました。 

電材事業は電子部品需要の回復により、触媒事業もポリプロピレン需要の拡大を背景に、それぞれ増

収増益となりました。 

以上の結果、当連結会計年度の業績は、売上高は前連結会計年度比20.2％増の380億98百万円、営業

利益は前連結会計年度比21.9％増の109億43百万円、経常利益は前連結会計年度比21.0％増の108億30百

万円、当期純利益は前連結会計年度比21.7％増の62億34百万円と売上高、利益ともに過去最高を更新い

たしました。 

  

事業セグメント別の業績の概況は、次のとおりであります。 

  

金属チタン事業 

当連結会計年度の金属チタンの需要は、航空機向けの重要が拡大したことに加え、化学プラント、海

水淡水化プラント等の一般工業向けや民生品向けの需要も堅調に拡大いたしました。需要の拡大に伴

い、販売価格も改善いたしました。また、世界的な粗鋼生産の増加により、鉄鋼添加材向けの需要も旺

盛で、価格も高水準を維持いたしました。 

当社は、引き続きフル操業による製品の安定供給を行うとともに、現有設備での生産効率向上による

増産に努めました。また、急速な需要の伸びに対応するためには、チタンインゴット及びスポンジチタ

ンのそれぞれにおいて大幅な生産能力増強が必要と判断し、インゴットについては、北九州市において

昨年（平成18年）７月に新ＥＢ工場の建設を開始いたしました。スポンジについても、昨年７月に茅ケ

崎工場の設備増設に着手したことに加え、11月には新工場建設による大幅能力増強の構想を発表し、そ

の具体化につき検討を進めました。 

 当連結会計年度のスポンジチタンの売上高は前連結会計年度比9.9％増の95億92百万円となりまし

た。また、国内展伸材メーカーの増量要請に対応した結果、チタンインゴットの売上高は前連結会計年

度比30.8％増の123億59百万円となりました。 

また、高純度チタンも、半導体ターゲット材向けの販売が大きく拡大し、売上高は前連結会計年度比

38.9％増の19億42百万円と大幅な増収となりました。 

チタン加工品も、提案型営業を一層推進するとともに、新規分野の開拓を進め、前連結会計年度比

31.7％増の39億76百万円と大きく売上高を伸ばしました。 

これらの結果、当事業の売上高は前連結会計年度比22.5％増の285億65百万円、営業利益は前連結会

計年度比21.0％増の101億69百万円と、大幅な増収増益を達成いたしました。 

  



  

電材事業 

主要製品は、高純度酸化チタン、超微粉ニッケル等の電子セラミックス原料であります。 

主要用途である電子部品の需要は回復しましたが、競争の激化や顧客要求の高度化、原料であるニッ

ケル価格の高騰など、厳しい環境が続きました。このような中、既存顧客へのきめ細やかな対応と新規

顧客の開拓に取り組むとともに、製品の高付加価値化による販売量の拡大に努めました。その結果、高

純度酸化チタンの売上高は、前連結会計年度比9.4％増の９億32百万円、超微粉ニッケルの売上高は前

連結会計年度比5.6％増の12億86百万円となりました。 

これらの結果、当事業の売上高は、前連結会計年度比8.0％増の25億62百万円となり、営業利益は、

増収に加え、歩留り改善等による生産効率化や各種コスト削減に努めた結果、前連結会計年度比

136.9％の３億54百万円となりました。 

触媒事業 

主要製品は、プロピレン重合用高活性触媒「ＴＨＣ」であります。 

当連結会計年度におけるポリプロピレン需要は、原油価格の高騰に伴う原料ナフサ価格の上昇からの

減退懸念はありましたが、その樹脂特性から、アジアを中心に需要は堅調に推移いたしました。 

 一方、触媒競合メーカーの状況に関しては、大手化学メーカーによる触媒専業メーカーの買収があ

り、業界内での構造に大きな変化が生じ、今後ともその動きを注視していかなければならない状況であ

ります。 

こうした状況下、顧客ごとの技術サービスを継続展開し、個別要求への迅速な対応など顧客満足度向

上を目指した積極的な営業活動を行い、主力製品であるＴＨＣの販売量は、前連結会計年度から更に増

加いたしました。生産面では、２工場体制における最適生産の基本方針の下、黒部事業所は汎用品中心

の生産を、茅ケ崎工場は顧客要求に対応した多品種生産を実施いたしました。また、当連結会計年度初

めから開始した黒部事業所の第２工場の建設工事を予定どおり終了いたしました。 

これらの結果、当連結会計年度における売上高は、ＴＨＣの増販及び円安を主因に前連結会計年度比

15.1％増の54億62百万円となりました。営業利益は、当連結会計年度においてたな卸資産の評価方法を

後入先出法から先入先出法へ変更したという減益要因はありましたが、前連結会計年度比8.7％増の16

億25百万円となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、税金等調整前当期純利益の

増加があったものの、有形固定資産の取得、借入金の返済、配当金、法人税等の支払等により、前連結

会計年度末に比べ５億46百万円減少し、20億63百万円となりました。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、59億60百万円(前連結会計年度比27

億35百万円減)となりました。これは主として税金等調整前当期純利益の増105億72百万円（同20億96百

万円増）があったもの、法人税等の支払額△53億73百万円（同49億21百万円増）及び生産・販売量の増

加に伴いたな卸資産の増加額が△６億40百万円（同２億70百万円減）及び売上債権の増加額が△16億93

百万円（同89百万円減）あったこと等によるものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、△49億84百万円(前連結会計年度比

21億36百万円増)となりました。これは主として、金属チタン事業の生産能力増強を主体とした設備投

資による有形固定資産の取得による支出が△50億29百万円(同17億83百万円増)あったことによるもので

あります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度おける財務活動によるキャッシュ・フローは、△15億22百万円(前連結会計年度比39

億２百万円減)となりました。これは主に短期借入による収入が121億(同17億10百万円増)あったもの

の、短期借入金の返済による支出が△120億円(同24億40百万円減)、長期借入金の返済による支出が△

７億円(３億64百万円減)あったこと等によるものであります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

  

 
(注) １ 金額は売価基準で算出してあります。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

受注生産は行っておりません。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

  

 
(注) １ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 主な取引先の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

  

 
３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

金属チタン事業 28,721 110.2

電材事業 2,818 117.0

触媒事業 5,021 100.8

その他事業 1,478 119.2

合計 38,040 109.7

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

金属チタン事業 28,565 122.5

電材事業 2,562 108.0

触媒事業 5,462 115.1

その他事業 1,508 118.3

合計 38,098 120.2

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

三井物産㈱ 336 1.1 424 1.1

三菱商事㈱ 3,749 11.8 4,235 11.1

三井物産非鉄販売㈱ 14,478 45.7 17,087 44.9



３ 【対処すべき課題】 

当社グループは、「チタン」をアイデンティティとする企業グループであり、チタンに関連した幅広い

製品事業分野を有しております。当社は、これら各事業の事業基盤強化を進めるとともに、その全体を

「チタン」という幹とそこから派生する事業のグループとして捉え、その総和の価値の最大化を進めてま

いります。 

 （1）金属チタン事業 

金属チタンの需要は、近年、航空機向け、一般工業向け、民生品向けともに拡大しており、今後も好

調に推移するものと見込まれます。  

 このような中、当社は、航空機需要や為替動向に大きく影響されたチタン事業運営の過去の経験に照

らし、また、我が国の展伸材メーカーが一般工業用途を中心に勢力を拡大してきている状況を重視し、

これら展伸材メーカーとの一層の関係強化による当社事業の安定成長を目指して、まずはチタンインゴ

ットの安定供給に優先して取り組んでまいりました。現在、北九州市八幡東区において進めている新溶

解工場の建設は、この方向に沿ったものであります。  

 一方、世界的にチタン需要の更なる増大が見込まれる中、スポンジチタンについても生産能力の拡大

が不可欠と考え、現設備での最大生産量を追求するとともに、新工場の建設による一層の生産能力増強

に向けた計画を推進しております。  

 当社は、これらの展開の中で、スポンジチタンの量的生産力の拡大のみを追うのではなく、インゴッ

ト、更には展伸材まで視野に入れ、展伸材メーカーとのより緊密な連携により一貫競争力を高めていく

戦略に立っております。また、複数の工場立地を有することにより、それぞれの特性を活かして製品を

作り分けするとともに、天災等の突発事態に係るリスクの分散を図ってまいります。  

 更に、地球環境に配慮し、チタンのリサイクルの推進によってチタンの総供給量を増大させ、並行し

てチタン関連分野での業容拡大を図り、「世界最強のチタン総合メーカー」を目指して行く所存であり

ます。  

各製品の課題は、次のとおりであります。  

①チタンインゴット  

 チタンインゴットについては、北九州市八幡東区に新工場（大型ＥＢ炉(電子ビーム溶解炉)）の新設

を決定し、平成20年４月の稼動開始を目標に工事を進めております。これにより、インゴット生産能力

を年産9,000ｔから年産19,000ｔに引き上げる計画であります。  

 本計画は、増大するチタン需要に対して、スポンジ生産能力の増強と同時に、ＥＢ炉を活用すること

により、徐々に増大するチタンスクラップをリサイクル活用し、省エネ、省資源といった環境対応の要

請にも応えつつ、チタンの供給を増加させていくという大きな方針に基づくものであります。  

②スポンジチタン  

 スポンジチタンについては、現在、茅ヶ崎工場の生産能力を年産15,000ｔから年産16,000ｔに増強す

る工事を進めているところであります（平成19年完成予定）。  

 一方、将来に亘って供給責任を果たすためには、生産能力を更に引き上げる必要があると考え、スポ

ンジ生産能力の大幅増強の検討を進め、本年４月、正式に決定いたしました。本計画は、北九州市若松

区にスポンジチタンの新工場を建設し、茅ヶ崎工場の設備増設と合わせ平成21年までにスポンジ生産能

力を年産28,000ｔまで引き上げるものであります（平成21年12月営業運転開始予定）。また、将来の拡

張計画として、更に年産＋12,000ｔの増強を想定しております。 

（注）当社のスポンジチタン生産能力は、一般品生産基準で表示しており、高純度スポンジチタン等

の生産を加味した実生産量はこれを若干下回ります。 

③高純度チタン 

高純度チタンの主な用途は、半導体用スパッタリングターゲットであります。パソコンやデジタル家

電向けの半導体需要の拡大により、販売量の一層の増大が予想されており、これに対応した増産を進め

てまいります。 

④チタン加工品 

チタン製品の加工・販売を行うトーホーテック株式会社は、当社グループの大きな課題である「チタ

ンの新たな用途開発」の一翼を担う会社として、重要な役割を果たしております。当社グル―プの事業

展開において、チタンの下流分野に繋がるトーホーテック株式会社を有することは、大きな強みである

と認識しております。同社に関しては、これまでの純チタン中心から合金加工の分野にも事業の範囲を

広げるべく、積極的な取組みを行ってまいります。 



（2）触媒事業 

触媒事業の東邦キャタリスト株式会社は、好調なポリプロピレン需要を背景に、順調に業容を拡大し

ております。 

 同社は、今後とも、営業、研究、技術及び製造が一体となって、顧客の要求の的確な把握と迅速な対

応及び開発品の早期事業化を推進し、併せて全社一丸となったコスト削減及び品質安定化に取り組んで

まいります。 

 黒部事業所の生産能力増強工事（ＴＨＣの生産能力を年産135ｔから年産175ｔに増加）については、

計画どおり本年２月に完了いたしました。今後とも、本事業所と茅ケ崎工場の２工場体制における最適

生産により、ＴＨＣの安定供給を図ってまいります。 

（3）電材事業、その他 

電材事業は、四塩化チタンを原料とした高純度酸化チタン、チタン製造の技術を応用した超微粉ニッ

ケル等の電子セラッミクス原料の製造を行い、主に電子部品材料向けに販売しております。超微粉ニッ

ケルについては、競争激化、原料価格高騰などますます激しくなる事業環境の中で、収益性を維持して

いくことが課題であります。 

 チタンの分析技術を活かした環境分析事業等を行う株式会社テスコは、環境保全が社会的に重視され

る中、特色ある製品・サービスの提供により、地球環境・地域環境の保全に貢献しております。 

 チタン酸カリウム事業については、このたび、大塚化学株式会社との合弁事業を解消しましたが、引

き続き有望分野と位置付け、当社独自での事業展開を図ってまいります。 

 以上のほか、当社グループの技術シーズを活かして、可視光応答型光触媒、太陽光発電用途ポリシリ

コンなど環境問題を意識した新規分野への展開も進めております。今後とも、経営資源の有効な活用と

経営基盤を盤石なものにしていくという観点から、現有の素材・技術を活用した新たな事業の可能性に

ついて、検討を行ってまいります。 

  

  

  



４ 【事業等のリスク】 

（1）特定用途向けの需要が大きな割合を占めていることによる需要変動のリスク 

金属チタン事業の主力製品の一つであるスポンジチタンは、航空機向け用途が需要の中心となってお

ります。電材事業の高純度酸化チタン及び超微粉ニッケルも、積層セラミックコンデンサ向け用途が需

要の大部分を占めております。また、触媒事業の「ＴＨＣ」は、プロピレン重合にほぼ特化した触媒で

あります。このように当社グループの事業は、セグメント別に見た場合、特定用途向けの需要が大きな

割合を占め、当該用途先業界の好不調により販売量が大きく変動する傾向があります。当社グループ

は、事業の多角化、製品の新たな用途開拓、競争力ある製品の提供により、その影響を最小限にすべく

努めておりますが、用途先業界の状況変化によって、当社グループの業績に悪影響が及ぶ可能性があり

ます。 

（2）輸出比率が高いことによる為替リスク 

金属チタン事業のスポンジチタンや触媒事業のＴＨＣは、輸出が販売量の大きな割合を占めておりま

す。電材事業でも、相当量の輸出を行っており、当社グループ全体の売上高に占める輸出の割合は、当

連結会計年度実績で32.1％となっております。輸出の多くはＵＳドル建てとなっているため、為替によ

る影響を受けます。当社グループは、短期的な変動に関し為替予約取引によるヘッジを行うなど、為替

リスクを最小化すべく努めておりますが、為替の変動によっては、当社グループの業績に悪影響が及ぶ

可能性があります。 

（3）地震等の自然災害のリスク 

当社グループは、製品のほとんどを自社で生産しており、自然災害による工場施設に対する被害によ

り、製品の生産・販売に支障が生じる可能性があります。特に、主力の茅ヶ崎工場は、東海地震の地震

防災対策強化地域内に所在いたします。当社グループは、これら自然災害による被害を防ぐべく、設備

の耐震強化、防災諸設備の整備、防災体制の強化、防災訓練の実施などの対策に努めておりますが、自

然災害の規模及び内容によって、当社グループの業績や財務状況に悪影響が及ぶ可能性があります。 

（4）環境・安全に関するリスク 

当社グループは、製造現場を持つ企業として、安全確保と環境保全は事業運営上、最も重視しなけれ

ばならない事項と認識しております。そのため、設備・技術の改善や管理体制の強化により、安全操業

の維持と環境汚染の防止に万全を期しておりますが、万が一、事故・災害等が発生した場合は、操業の

停止・制約や対策コストの発生により、当社グループの業績に悪影響が及ぶ可能性があります。 

（5）品質に関するリスク 

当社グループは素材メーカーであり、その社会的使命は、顧客が満足する製品・サービスを安定的に

供給することであります。そのため、ＩＳＯ9001に基づく品質管理システムを整えるとともに、その維

持及び継続的な改善により品質管理に万全を期しておりますが、万が一、品質不良、品質事故等が発生

した場合は、対策コストの発生や当社グループ製品への評価の低下により、当社グループの業績に悪影

響が及ぶ可能性があります。 

（6）親会社等との関係に関するリスク 

当社は、新日鉱ホールディングス株式会社の関連会社であります。 

 新日鉱ホールディングス株式会社は、石油事業の株式会社ジャパンエナジー、金属事業の日鉱金属株

式会社、その他多くの子会社・関連会社を有し、「新日鉱グループ」を形成しております。当社は、そ

の中で「その他事業」のセグメントに属する独立事業会社と位置付けられております。当社と新日鉱グ

ループとの間には、①当社から日鉱金属株式会社への高純度チタンの販売（当社グループの売上高に占

める比率は当連結会計年度実績で4.0％）、②新日鉱グループから当社への役員の派遣、③新日鉱グル

ープから当社への従業員の出向派遣、④業務受託会社を通じた間接部門機能の一部共用、等がありま

す。 

 当社と親会社等との関係については、当社の自主性・独立性を大前提に、当社にとってメリット等を

考慮し、適宜連携・協力しあうことを基本と考えております。取引の条件等は、協議・交渉を行ったう

えで決定しており、当社が受ける制約はございませんが、親会社等において、当社グループとの取引等

に関する基本方針に変更が生じた場合は、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 



５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

６ 【研究開発活動】 

当社グループは、既存事業の強化に注力する一方、当社グループの技術を活かして、一層の事業領域拡

大と新規事業の開拓に向けた研究開発に取り組んでおります。 

 当連結会計年度におけるグループ全体の研究開発費は、13億34百万円であり、このうちには各セグメン

トに配分できない基礎研究費用４億円が含まれております。 

 各事業セグメント別の研究内容及び研究開発費は次のとおりであります。 

(金属チタン事業)  

スポンジチタン及びインゴットの生産能力増強及び品質向上を目指した生産技術の改善・改良を継続

的に進めております。開発した技術は、現工場での工程改善とともに、今後建設するスポンジ、インゴ

ットそれぞれの新工場で実用化することにより、事業競争力の強化を図っていく考えであります。一方

で、チタンの大幅コストダウンによる用途拡大を図るため、新製錬法の開発を鋭意進めております。当

事業に係る研究開発費は２億84百万円であります。 

(電材事業、触媒事業) 

それぞれの事業強化のため品質向上、技術力強化、新製品開発等の研究開発に取り組んでおります。

電材事業に係る研究開発費は２億23百万円であります。また、触媒事業に係る研究開発費は４億24百万

円であります。 

(その他) 

当社の技術シーズを活かして、可視光応答型の光触媒の開発など、一層の事業領域拡大と新規事業の

の開拓に向けた研究開発も進めております。可視光応答型触媒の開発については、パイロットプラント

を設置し、サンプルワークを開始いたしました。 

 また、昨年12月、当社は、チッソ株式会社及び新日鉱ホールディングス株式会社との間で、太陽光発

電用途ポリシリコン製造技術の実証化に関し合弁契約を締結いたしました。本技術では、当社が長年蓄

積してきた金属チタン製造における電解技術を活用することとしております。今後、平成20年６月を目

途に、太陽光発電用途ポリシリコンの量産化技術の確立を目指してまいります。 

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

本文中における将来に関する事項は、本有価証券報告書の提出日現在において判断したものです。経営

環境の変化等により、将来生ずる実際の結果と大きく異なる可能性もありますので、ご留意ください。 

(1) 財政状態の分析 

①資産、負債及び純資産の状況 

資産の部は、生産能力増強投資に伴う有形固定資産の増加及び売上増加に伴う売上債権の増加を主

因に、前連結会計年度比54億59百万円増の410億76百万円となりました。 

負債の部は、未払法人税等の減少はありましたが、その他流動負債の増加を主因に、前連結会計年

度比40百万円増の110億96百万円となりました。 

少数株主を含めた純資産の部は、前連結会計年度比54億19百万円増の299億80百万円となりまし

た。主な増加は、当期純利益62億34百万円であり、主な減少は、剰余金の配当９億10百万円でありま

す。 

②資本の財源及び資金の流動性の分析 

当社グループの資金状況は、営業活動によるキャッシュ・フローでは、前連結会計年度比27億35百

万円減の59億60百万円の資金を獲得いたしました。これは主として金属チタン需要の拡大により税金

等調整前当期純利益が大幅に増加したものの、法人税等の支払が増加したことによるものでありま

す。当連結会計年度は、この営業活動によるキャッシュ・フローで得た資金を原資として、生産能力

増強工事等の設備投資を積極的に行う一方で、有利子負債を返済し、負債の圧縮にも努めました。 

(2) 経営成績の分析 

当連結会計年度の連結業績は、引き続き金属チタンの旺盛な需要を背景に販売量・価格ともに改善し

たことにより、経常利益は前連結会計年度比21.0％増の108億30百万円、当期純利益は前連結会計年度

比21.7％増の62億34百万円となりました。 

①売上高 

金属チタン事業は、引き続き旺盛なチタン需要によりスポンジチタン及びチタンインゴットの販売

量は拡大し、価格は改善されたことにより、前連結会計年度比22.5％増の285億65百万円となりまし

た。電材事業は、既存顧客へのきめ細かな対応と新規顧客の開拓に取り組むとともに、製品の高付加

価値化による販売量の拡大に努めた結果、前連結会計年度比8.0％増の25億62百万円となりました。

触媒事業は、好調なポリプロピレン需要を受け、前連結会計年度比15.1％増の54億62百万円となりま

した。 

以上の結果、当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度比20.2％増の380億98百万円となりまし

た。 

②営業利益 

金属チタン事業は、売上高の大幅な増加に伴い、前連結会計年度比21.0％増の101億69百万円とな

りました。電材事業は、増収に加え、歩留り改善等による生産効率化や各種コスト削減に努めた結

果、前連結会計年度比136.9％増の３億54百万円となりました。触媒事業は、たな卸資産の評価方法

を後入先出法から先入先出法へ変更したという減益要因はありましたが、前連結会計年度比8.7％増

の16億25百万円となりました。 

以上の結果、当連結会計年度の営業利益は、前連結会計年度比21.9％増の109億43百万円となりま

した。 

③経常利益 

営業外収益は、持分法による投資利益の減少等により前連結会計年度比27.6％減の１億18百万円と

なりました。営業外費用は、持分法による投資損失の発生等により、前連結会計年度比17.8％増の２

億31百万円となりました。 

以上の結果、当連結会計年度の経常利益は、前連結会計年度比21.0％増の108億30百万円となりま

した。 

当連結会計年度の総資本経常利益率は28.2％（前年同期比＋1.7％)、売上高経常利益率28.4％（前

年同期比＋0.2％)となりました。 

当社グループは、収益性の重視を基本に、いかなる事業環境においても一定水準以上の業績の確保

を図る観点から、「総資本経常利益率(ＲＯＡ)15％以上、売上高経常利益率(ＲＯＳ)15％以上を中長

期的に維持すること」を目標としております。 

④当期純利益 



特別利益は、国庫補助金等により、前連結会計年度比110.6％増の24百万円となりました。特別損

失は、減損損失81百万円はあったものの、固定資産除却損の減少等により、前連結会計年度比41.6％

減の２億82百万円となりました。 

法人税、住民税及び事業税並びに法人税等調整額は、税金等調整前当期純利益の増加に伴い前連結

会計年度比29.0％増の43億３百万円となりました。少数株主利益は、34百万円となりました。 

以上の結果、当連結会計年度の当期純利益は、前連結会計年度比21.7％増の62億34百万円となりま

した。 

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当社グループは、当連結会計年度において総額58億80百万円の設備投資を行いました。（有形固定資産

受入ベースの数値、金額には消費税等は含まれていません。） 

金属チタン事業においては、新ＥＢ工場の建設、スポンジチタン製造設備の能力増強、維持更新等を中

心に29億16百万円の設備投資を行いました。 

電材事業においては、高純度酸化チタン製造設備の改善、維持更新等に１億17百万円の設備投資を行い

ました。 

触媒事業においては、黒部事業所の生産能力増強等に18億22百万円の設備投資を行いました。 

また、全社共通の投資として、研究開発棟建設等に10億23百万円の投資を行いました。 

これらの投資に関する所要資金は手許資金により賄いました。 

  



２ 【主要な設備の状況】 

連結会社における主要な設備は、以下のとおりであります。 

(1) 提出会社 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品の金額であり、建設仮勘定は含んでおりません。なお、金

額には消費税等は含まれておりません。 

２ 上記中〔 〕は連結会社以外からの土地賃借(㎡)であります。 

３ 上記の他、連結会社以外からの主要な賃借設備の内容は、下記のとおりであります。 

  

 
  

(2) 国内子会社 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品の金額であり、建設仮勘定は含んでおりません。なお、金

額には消費税等は含まれておりません。 

２ 上記中〔 〕は連結会社以外からの土地賃借(㎡)であります。 

  

事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの 

名称
設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

茅ヶ崎工場 
(神奈川県 
茅ヶ崎市)

金属チタン 
事業

スポンジチ
タン製造設
備 
チタンイン
ゴット溶解
設備 4,089 5,772

1,766
(173,244)

226 11,856 484

電材事業
高純度酸化
チタン製造
設備

全社
総合事務所
他

日立EB工場
(茨城県日立市)

金属チタン 
事業

チタンイン
ゴット溶解
設備

8 461
─
(─)

〔625〕
23 494 21

事業所名 
(所在地)

事業の種類別 
セグメントの 

名称
設備の内容 リース期間

年間リース料 
(百万円)

リース契約残高
(百万円)

茅ヶ崎工場 
(神奈川県茅ヶ崎市)

金属チタン事
業

生産設備 ５年間 381 1,849

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数 
(人)建物 

及び構築物
機械装置 
及び運搬具

土地 
(面積㎡)

その他 合計

東邦キャタ
リスト㈱

黒部事業所 
(富山県 
黒部市)

触媒事業
プロピレン
重合用触媒
製造設備

361 701
─
(─)

〔8,929〕
5 1,067 21

茅ヶ崎工場 
(神奈川県 
茅ヶ崎市)

触媒事業
プロピレン
重合用触媒
製造設備

367 876
─
(─)

10 1,254 91



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

  

 
(注)   上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 重要な設備計画の変更 

  当連結会計年度において、重要な設備計画の変更はありません。 

 
  

(3) 重要な設備の除却等 

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。 

  

  

会社名
事業所名 
(所在地)

事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容
投資予定額

資金調達方法 着手年月 完了年月
完成後の
増加能力総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

提出会社
茅ケ崎工場 
（神奈川県
茅ヶ崎市）

全 社（共

通）
研究開発棟 785 356 自己資金

平成18年
５月

平成19年
４月

─



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 160,000,000

計 160,000,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年６月28日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 60,770,910 60,770,910
東京証券取引所
（市場第一部）

株主としての権利内容に制限
のない、標準となる株式

計 60,770,910 60,770,910 ― ―



(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

 
(注) 平成18年２月１日に、平成18年１月31日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、 

所有株式数を１株につき２株の割合をもって分割いたしました。 

  

(5) 【所有者別状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 自己株式93,380株は「個人その他」に933単元及び「単元未満株式の状況」に80株を含めて記載しておりま

す。 

２ 「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が391単元含まれております。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成18年２月１日 30,385,455 60,770,910 ― 4,812 ― 5,872

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

― 52 82 567 232 12 46,648 47,593 ―

所有株式数 
(単元)

― 29,060 27,032 320,471 31,084 64 199,774 607,485 22,410

所有株式数 
の割合(％)

― 4.8 4.4 52.8 5.1 0.0 32.9 100.0 ―



(6) 【大株主の状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １  上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

 
   ２  新日鉱ホールディングス㈱の100％子会社である日鉱金属㈱は、平成18年４月１日付で、新日鉱グループ 

 金属系３社の事業統合の一環として新日鉱ホールディングス㈱と合併しました。これに伴い、日鉱金属㈱が 

 保有する当社の株式全てが、同日付で新日鉱ホールディングス㈱に承継されております。 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

新日鉱ホールデイングス株式会
社

東京都港区虎ノ門２―10―１ 20,797 34.22

三井物産株式会社 東京都千代田区大手町１―２―１ 7,016 11.55

新日本製鐵株式會社 東京都千代田区大手町２―６―３ 3,000 4.94

新光証券株式会社 東京都中央区八重洲２―４―１ 943 1.55

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２─11─３ 766 1.26

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１―４―11 764 1.26

倉本雪夫 北海道札幌市 548 0.90

三菱ＵＦＪ証券株式会社 東京都千代田区丸の内２─４─１ 257 0.42

水上信雄 東京都江東区 239 0.39

バンク オブ ニューヨーク 
ジーシーエム クライアンツ 
アカウンツ イー アイエスジ 
ー 
（常任代理人 株式会社三菱東
京ＵＦＪ銀行決済事業部）

LONDON EC4A 2BB、UNITED KINGDOM
 
 
（東京都千代田区丸の内２－７－１）

223 0.37

計 ― 34,555 56.86

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 766千株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 764千株



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の「株式数」には、証券保管振替機構名義の株式が39,100株(議決権391  

個)含まれておりますが、当該株式に係る議決権391個については、「議決権の数」の欄からは除いてお 

ります。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式80株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年３月31日現在 

 
  

  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 93,300 

―
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

60,655,200
606,161 同上

単元未満株式 普通株式 22,410  ― 同上

発行済株式総数 60,770,910 ― ―

総株主の議決権 ― 606,161 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
東邦チタニウム株式会社

神奈川県茅ヶ崎市 
茅ヶ崎三丁目３番５号

93,300 ─ 93,300 0.2

計 ― 93,300 ─ 93,300 0.2



２ 【自己株式の取得等の状況】 

 
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

旧商法第221条第６項による取得 

 
会社法第155条第７号による取得 

 
(注)  当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

 
(注)１  当期間における保有自己株式数には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式数は含めておりません。 

  ２ 当事業年度及び当期間における自己株式の処分を行っておりません。 
  

【株式の種類等】 旧商法第221条第６項及び会社法第155条第７号による普通株式の取得

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

 当事業年度における取得自己株式 120 1,022

 当期間における取得自己株式 ─ ─

区分 株式数（株） 価額の総額（千円）

 当事業年度における取得自己株式 1,050 6,936

 当期間における取得自己株式 200 1,095

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

保有自己株式数 93,380 ― 93,580 ―



３ 【配当政策】 

当社は、利益配分に関しては、「業績を反映した株主還元」を基本に、企業基盤強化に向けた内部留保

の必要性と安定配当の維持にも意を払いつつ決定することを方針としております。 

株主への配当金は、連結当期純利益の20％程度を目安とし、設備投資、財務状況等を勘案して決定する

こととしております。 

 内部留保資金は、将来の成長と競争力強化のための設備投資等に充て、業績の向上と財務体質の強化を

図ってまいります。 

この方針の下、当期の株主配当金は、普通配当20円に、東証一部指定記念配当５円を加え、１株につき

25円を予定しております。 

 なお、当社は中間配当を行うことができる旨を定めております。 

  

（注） 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。 

 
４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) １ 株価は、平成18年８月までは東京証券取引所市場第二部におけるものであります。９月から東京証券取引 

  所市場第一部におけるものであります。 

２ ※は、株式分割による権利落後の株価であります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注)  株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

決議年月日
配当金の総額 １株当たり配当額

（百万円） （円）

平成19年6月28日 1,516 25

定時株主総会決議 (うち記念配当303百万円） (うち記念配当5円）

回次 第72期 第73期 第74期 第75期 第76期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

最高(円) 910 1,131 4,320
15,120

    ※9,730
8,850

最低(円) 500 550 1,057
2,790

    ※6,320
4,440

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月

最高(円) 7,340 6,770 6,360 6,270 6,910 6,660

最低(円) 5,850 5,240 5,540 5,650 5,490 5,710



５ 【役員の状況】 

  

 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役 
会長

─ 野 上 一 治 昭和18年１月11日生

昭和41年４月 日本輸出入銀行(現 国際協力銀行)
入行

（注3） 14

平成９年４月 同行外事審議役
平成10年６月 同行退職
平成10年７月 日鉱金属㈱経営総括部門顧問
平成11年１月 ㈱日鉱テクノサ-ビス代表取締役社長
平成12年６月 日鉱金属㈱取締役、経営総括部門担

当
平成13年４月 同社常務取締役
平成13年５月 同社本部企画担当
平成14年６月 当社代表取締役社長
平成19年６月 当社代表取締役会長（現任）

代表取締役 
社長 

執行役員
─ 久 留 嶋  毅 昭和22年11月19日生

昭和45年４月 日本鉱業㈱(現 新日鉱ホールディン
グス㈱)入社

（注3） 3

平成６年４月 日鉱金属㈱銅・化成品事業部副事業
部長

平成８年４月 同社理事、銅・化成品事業部副事業
部長

平成10年６月 同社取締役、亜鉛・貴金属事業部長

平成11年４月 同社取締役兼上級執行役員

平成12年４月 同社取締役、パンパシフィック・カ
ッパー㈱代表取締役社長

平成14年１月 同社取締役、本部企画担当

平成14年９月 新日鉱ホールディングス㈱取締役

平成15年６月 パンパシフィック・カッパー㈱代表
取締役社長

平成18年４月 日鉱金属㈱副社長執行役員、パンパ
シフィック・カッパー㈱代表取締役
社長

平成19年４月

平成19年６月

当社顧問

当社代表取締役社長（現任）

代表取締役 
副社長 
執行役員

経営企画 
本部長

豊 嶋 賢 次 昭和22年７月18日生

昭和48年４月 日本鉱業㈱(現 新日鉱ホールディン
グス㈱)入社

（注3） 14

昭和63年10月 同社から当社に出向(平成６年４月以
降、日鉱金属㈱から当社へ出向)

平成６年４月 当社総務部勤労担当部長

平成９年６月 当社理事

平成９年７月 日鉱金属㈱退職

平成12年４月 当社特別管理職

平成13年４月 当社執行役員

平成15年１月 当社経営企画部長

平成15年６月 当社取締役

平成16年４月 当社チタン総括室長

平成16年６月

平成18年６月

平成19年２月

平成19年６月

当社常務取締役
当社取締役専務執行役員、社長補佐
当社経営企画本部長（現任）
当社代表取締役副社長執行役員(現
任）

取締役 
専務執行役員

技術管理 

本部長

チタンプロジ

ェクト本部 

審議役

小 泉 昌 明 昭和20年12月７日生

昭和43年４月 当社入社

（注3） 8

平成３年４月 当社チタン製造部長
平成７年６月 当社理事
平成９年２月 当社スポンジチタン事業部長
平成９年６月 当社取締役
平成10年６月 当社チタンインゴット事業部長
平成11年10月 当社チタン事業部長
平成14年６月 当社常務取締役
平成16年４月 当社チタン統括副本部長
平成16年６月 当社専務取締役、社長補佐

平成18年６月 当社取締役専務執行役員(現任)

取締役 
常務執行役員

チタンプロジ
ェクト本部長
経営企画本部

審議役
渡 辺 伸 一 昭和24年１月30日生

昭和47年４月 三井物産㈱入社

（注3） 3

平成11年８月 同社業務部投資総括室室長補佐
平成13年１月 同社業務部投資総括室室長
平成14年１月 同社業務総括部長
平成15年６月 同社退職 

当社執行役員 
三京ダイヤモンド工業㈱常務取締役

平成16年６月 同社代表取締役社長(平成17年３月退
任)

平成17年４月 当社経営企画部審議役、チタン統括
室審議役

平成17年６月 当社取締役、チタン統括室長
平成18年６月 当社取締役常務執行役員(現任)



  

 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役 ─ 大 野  譲 昭和27年９月23日生

昭和51年４月 新日本製鐵㈱入社

（注3） ─

平成２年８月 同社八幡製鐵所生産業務部八幡製品
調整室長

平成７年６月 同社輸出部薄板輸出第二室長

平成11年５月 同社海外営業部次長

平成13年４月 同社薄板事業部ブリキ営業部長

平成15年４月

平成19年４月

同社九州支店長
同社チタン事業部長

平成19年６月 当社取締役（現任）

取締役
執行役員

営業本部長 齋 木 俊 彦 昭和22年４月30日生

昭和46年４月 三井物産㈱入社

（注3） 6

平成元年７月 同社新金属チタニウムグループ主席

平成６年７月 同社非鉄金属第二部チタン・特品グ

ループ主席

平成８年６月 同社から当社へ出向

平成９年２月 当社スポンジチタン営業部長

平成10年６月 当社理事

平成11年10月 当社チタン営業部長

平成12年４月 当社特別管理職

平成13年４月 当社執行役員(現任)、チタン事業部

副事業部長

平成13年５月 三井物産㈱退職

平成15年６月 当社取締役(現任)

平成16年４月 当社チタン営業部門長

平成19年２月 当社チタン営業本部長(現任）

取締役
執行役員

技術開発 
本部長 

チタンプロジ
ェクト本部 
審議役

籠 橋   亘 昭和21年11月３日生

昭和47年４月 三井アルミニウム工業㈱入社

（注3） 10

昭和61年６月 同社退職

昭和61年７月 当社入社

平成11年１月 当社電材事業部長

平成11年６月 当社取締役(平成12年３月退任)

平成12年４月 当社執行役員(現任)

平成15年１月 当社技術開発センター所長

平成16年４月 当社チタン技術開発部門長

平成16年６月 当社取締役(現任)

平成19年２月 当社技術開発本部長(現任)

取締役
執行役員

生産本部長
加 古 幸 博 昭和26年１月26日生

昭和50年４月 新日本製鐵㈱入社

（注3） 1

平成10年７月 同社チタン部 部長

平成12年４月 同社チタン事業部 部長

平成14年６月 同社退職 

トーホーテック㈱代表取締役社長

(平成18年６月退任)

平成16年４月 当社チタン生産部門長

平成16年６月 当社執行役員(現任)

平成18年６月 当社取締役(現任)

平成19年２月 当社生産本部長(現任)



  

 
(注) １ 取締役 大野譲は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２ 監査役 外池廉太郎及び占部知之は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３ 取締役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。 

４ 監査役村上広志の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３月期に係る定時株主

総会終結の時までであります。 

５ 監査役外池廉太郎の任期は、平成16年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年３月期に係る定時株

主総会終結の時までであります。 

６ 監査役占部知之の任期は、平成18年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成22年３月期に係る定時株主

総会終結の時までであります。 

７ 当社は、執行役員制を導入しております。執行役員は以下のとおりであります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

監査役 
（常勤）

─ 村 上 広 志 昭和23年10月18日生

昭和47年４月 日本鉱業㈱(現 新日鉱ホールディン

グス㈱)入社

（注4） ―

平成７年４月 ㈱ジャパンエナジー潤滑油事業本部
技術部主席参事

平成８年１月 同社潤滑油部主席参事

平成11年６月 同社産業販売部門主席

平成14年４月 同社理事

平成16年４月

平成17年４月 

平成19年３月

平成19年４月

平成19年６月

同社潤滑油部長
同社水島製油所副所長 
同社退職
当社顧問
当社監査役（現任）

監査役 ─ 外 池 廉太郎 昭和28年９月６日生

昭和53年４月 日本鉱業㈱(現 新日鉱ホールディン

グス㈱)入社

（注5） ―

平成10年４月 日鉱金属㈱業務総括部門参事

平成12年４月 同社金属事業部総括室長

平成14年４月 同社本部主席参事

平成15年10月 同社企画部グループ経営担当部長

平成16年４月 同社企画部長(現任)

平成16年６月 当社監査役(現任)

監査役 ─ 占 部 知 之 昭和28年２月20日

昭和51年４月 ㈱日本興業銀行入行

（注6） ―

平成12年４月 同行退職

平成12年５月 日鉱金属㈱経営総括部門主席参事

平成14年９月 新日鉱ホールディングス㈱財務グル

ープシニアマネージャー

平成16年１月 日鉱金属加工㈱顧問、日鉱宇進精密

加工(蘇州) 有限公司総経理(平成18

年３月退任)

平成16年４月 日鉱金属加工㈱執行役員

平成16年６月

平成18年４月

平成18年６月

同社取締役(平成18年３月退任)

新日鉱ホールディングス㈱シニアオフ

ィサー(現任)、同社企画・管理グルー

プ企画担当(現任)

当社監査役(現任)

計 63

社長 久留嶋  毅

経営企画本部長 豊嶋  賢治

技術管理本部長・チタンプロジェクト本部審議役 小泉  昌明

チタンプロジェクト本部長・経営企画本部審議役 渡辺  伸一

営業本部長 齋木  俊彦

技術開発本部長・チタンプロジェクト本部審議役 籠橋  亘

生産本部長 加古  幸博

若松工場臨時建設室長・チタン技術部審議役 小瀬村 晋

企画部長・チタンプロジェクト本部審議役・ 

業務部審議役

金井  良一

八幡工場臨時建設室長 八太  好弘



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

コーポレート・ガバナンスの状況については、当連結会計年度末現在で記載しております。 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

ますます激化する企業間競争を勝ち抜いていくためには、事業環境に応じた迅速・的確な意思決定を

行い、それを責任をもって実行する企業統治体制(コーポレート・ガバナンス)の確立が不可欠でありま

す。また、事業遂行の過程における不正行為や不慮の損害の発生を未然に防止する仕組みも、確立して

いく必要があると考えております。 

この基本的考え方に基づき、当社では以下の施策を実施しております。 

(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

Ⅰコーポレート・ガバナンス体制の状況 

    ア.会社の機関  

① 取締役及び執行役員 

当社は、経営組織における責任体制の明確化及び業務執行の迅速化を目的として、執行役員制を

採用しております。 

取締役会は、当社及び当社グループに関する特に重要な事項の意思決定を行うほか、経営方針、

戦略、計画の策定を担当いたします。執行役員は、取締役会から業務の委嘱を受け、権限委譲され

た範囲の業務の執行に関し責任を負います。 

役員は少人数体制を基本としており、取締役は10名であります。執行役員は８名であり、全員が

取締役を兼務しております。経営層の意思疎通を密にするため、全常勤取締役、常勤監査役及び全

執行役員で構成する経営役員会を原則として毎週開催し、重要な意思決定や業務に関する報告、連

絡、調整等を行っております。 

かかる体制のもと、会社の現状と事業環境に即応した機動的な意思決定と業務執行を行っており

ます。 

なお、取締役のうち２名は、社外取締役であります。うち、１名は、主要株主である三井物産株

式会社の従業員、１名は、新日本製鐵株式會社の従業員であります。当社と三井物産株式会社及び

新日本製鐵株式會社との間には、当社から両社へのチタン製品販売等の取引関係があります。 

② 監査役 

当社は、監査役制度を採用しております。 

監査役は３名であり、うち１名が常勤監査役であります。 

監査役は、取締役会、経営役員会など社内の重要会議への出席等を通じ、業務全般についてた広

い観点からの監査を行っております。 

なお、監査役のうち２名は社外監査役であります。うち１名は、新日鉱ホールディングス株式会

社のシニアオフィサー、１名は日鉱金属株式会社の従業員であります。両監査役には、その業務経

験と専門的知見を活かして、監査を行っていただいております。 

③ 会計監査人 

(後記「エ.監査の状況 ②会計監査人監査」参照) 

④ 内部監査 

     (後記「エ.監査の状況 ③内部監査」参照) 



以上を図示すると、次のとおりであります。 

  

 

  

    イ.内部統制システム  

公正な業務運営を確保するためには、適切な内部統制システムを構築し、それを着実に運用するとと

もに、業務の実情等に応じ適宜その見直し・整備を行っていくことが必要と考えております。 

 現在採用している内部統制システムの概要は、次のとおりであります。 

① 重要な意思決定 

業務に関する意思決定に関しては、決裁権限基準等の社内規程に基づき、所定の決裁手続き(重

要な事項については取締役会又は経営役員会の決議)を経ることを徹底しております。 

② 規則化、マニュアル化 

主要な業務に関しては、規則やマニュアルを定め、実施部署、決定(承認)権者、管理ポイント等

を明確化しております。 

③ 監督、監査 

  日常的な監督や定期・不定期の監査を通じ、法令、社内規則の遵守、状況等のモニタリング 

 を行っております。 

    ウ.リスク管理体制 

事業の継続的な発展のため、事業運営に伴うリスクを適切に把握・管理し、不慮の損害の発生を防止

する体制の確立が必要と考えております。特に、事故・災害や環境汚染を起こさないことは、製造現場

を持つ企業として、最も重視しなければならない事項と認識しております。 

 このような観点から、以下の事項を継続的に実施し、リスク管理に万全を期しております。 

① 各業務におけるリスクの認識と重要度の評価 

② リスクの予防策、発生時の対応策の策定(マニュアル化)並びにその見直し 

③ 教育・訓練の徹底 

④ 以上の実施状況の確認とフォロー 

また、事業計画の策定や設備投資計画の立案に当たっては、リスクを適切に把握し、それに対する対

応策を課題として織り込むよう努めております。 

    エ.監査の状況 

① 監査役監査 

会社法に基づき、取締役の職務執行及び会計・計算書類の監査を行っております。監査において



は、コンプライアンス及び内部統制に関する事項の整備、運用状況を中心に、予防監査に重点を

置いております。 

人員は、常勤監査役１名、非常勤監査役(社外監査役)２名の計３名であり、必要に応じ内部統制

推進室と連携して監査を行っております。 

 監査は、年間の監査計画書に基づき、取締役会その他重要な会議等への出席、稟議書その他業務

執行に関する重要な書類の閲覧並びに業務ヒアリング、往査その他の方法による調査により行って

おります。 

 監査の過程において必要あると認めたときは、都度、改善指導を行っております。また、業務ヒ

アリングの結果に基づき監査調書を作成し、代表取締役社長及び被監査部門の担当取締役に提出し

ております。年間の監査結果に基づき、監査役会で審議のうえ、監査報告書を取りまとめ、代表取

締役社長に提出しております。 

② 会計監査 

当社の会計監査人であった中央青山監査法人（現みすず監査法人）は、昨年（平成18年）５月、

金融庁から業務の一部停止処分（同年７月１日から８月31日までの２か月間）を受け、同年７月１

日に会計監査人としての資格を喪失し、退任いたしました。 

 当社は、これに伴い当社の会計監査人が不在となることを回避するため、同日をもって新日本監

査法人を一時会計監査人に選任いたしました。また、監査業務の継続性確保の観点から、業務停止

期間経過後である同年９月１日をもって、みすず監査法人を一時会計監査人に追加選任し、新日本

監査法人との共同監査体制とすることといたしました。 

 当連結会計年度において、業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成につ

いては、みすず監査法人については、黒澤誠一及び渥美龍彦であり、新日本監査法人については、

上林三子雄及び佐藤明典であります。また、会計監査業務に係る補助者は、みすず監査法人が、公

認会計士５名、会計士補等２名、新日本監査法人が、公認会計士４名、会計士補等４名でありま

す。 

 会計監査人である各監査法人及び各業務執行社員と当社との間には、特別の利害関係はなく、ま

た、各監査法人は、当社監査に従事する業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を超え

て関与することのないよう措置をとっております。 

③ 内部監査 

経営の合理化、効率化及び業務の適正な遂行を図ることを目的に、当社の内部監査規則に基づき

実施しております。 

 担当部署は、主として内部統制推進室監査グループであり、必要に応じ同グループ以外の者が臨

時監査担当者として協力しております。 

 監査は、年間の監査計画書に基づき、実地監査及び書面監査又はこれらの併用により行っており

ます。 

 監査結果は、代表取締役社長に報告するとともに、改善要望事項等がある場合には被監査部門に

通知し、その改善実施の状況を報告させております。 

④ その他 

監査の実施に当たっては、監査役、会計監査人及び内部統制推進室が連携し、効率的な監査を実

施するよう努めております。 

    オ.役員報酬等 

① 役員報酬 

当期における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は、次のとおりであります。 

   取締役に支払った報酬総額  105百万円(うち社外取締役 4百万円) 

   監査役に支払った報酬総額   19百万円(うち社外監査役 4百万円) 

② 会計監査報酬 



当期における一時会計監査人に対する報酬は、次のとおりであります。 

   監査契約に基づく監査証明に係る報酬         22百万円 

    上記以外の業務に基づく報酬は、次のとおりであります。 

    コンフォレートレター作成業務（みすず監査法人。報酬 500千円） 

Ⅱコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの実施状況 

    ア.内部統制推進室の設置 

平成19年２月、内部統制システム及び内部監査体制の強化を図るため、「内部統制推進室」を設置い

たしました。これにより、業務の適正な運営を確保するとともに、より公正で競争力ある事業運営体制

の確立に努めてまいります。 

    イ.コンプライアンス(法令順守)への取組み 

東邦チタニウムグループの「行動基本方針」及び「企業倫理規範」に基づく継続的な教育・研修や監

査によるチェック等を通じ、法令の順守と公正な事業運営に万全を期しております。 

    ウ.ディスクロージャーの充実への取組み 

業績情報をはじめとする会社情報を迅速かつ公正に開示し、透明性の高い経営を行うことを心掛けて

おります。この観点から、会計業務の改善・効率化、情報システムの整備等により、業績発表の早期化

に努めております。また、機関投資家向け及び個人向けのＩＲの充実により、株主・投資家への積極的

な情報開示に努めております。 

(3) 剰余金の配当等の決定機関 

当社は、機動的な配当政策及び資本政策の遂行を可能とするため、剰余金の配当等会社法第459条第

１項に定める事項については、株主総会では決議せず取締役会の決議によって定めることとする旨を定

款に定めております。 

  

  



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

   なお、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月

31日まで)及び前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表に

ついては、中央青山監査法人により監査を受け、当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31

日まで)及び当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表につ

いては、みすず監査法人及び新日本監査法人の監査を受けております。 

 なお、従来から当社が監査証明を受けている中央青山監査法人は、平成18年９月１日に名称変更し、み

すず監査法人となりました。 

 また、当社の監査法人は次のとおり交代しております。 

  前連結会計年度及び前事業年度 中央青山監査法人 

  当連結会計年度及び当事業年度 みすず監査法人及び新日本監査法人 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

 

  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 2,609 2,063

 ２ 受取手形及び売掛金 (注6) 6,690 8,383

 ３ たな卸資産 7,997 8,637

 ４ 繰延税金資産 650 570

 ５ その他 226 441

   貸倒引当金 △23 △36

  流動資産合計 18,152 51.0 20,060 48.8

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 (注2)

  (1) 建物及び構築物 11,595 11,810

    減価償却累計額 6,658 4,937 6,941 4,869

  (2) 機械装置及び運搬具 34,107 34,714

    減価償却累計額 25,807 8,300 26,803 7,911

  (3) 工具器具及び備品 1,516 1,635

    減価償却累計額 1,300 216 1,351 284

  (4) 土地 1,630 1,766

  (5) 建設仮勘定 1,117 5,165

   有形固定資産合計 16,201 45.5 19,997 48.7

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 172 125

  (2) その他 86 3

   無形固定資産合計 258 0.7 129 0.3

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 (注1) 514 504

  (2) 長期貸付金 4 8

  (3) 繰延税金資産 339 228

  (4) その他 271 170

    貸倒引当金 △125 △24

   投資その他の資産合計 1,004 2.8 888 2.2

  固定資産合計 17,464 49.0 21,015 51.2

  資産合計 35,616 100.0 41,076 100.0



 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 2,340 2,854

 ２ 短期借入金 (注2) 1,850 1,700

 ３ 未払法人税等 3,536 2,468

 ４ 賞与引当金 699 759

 ５ 役員賞与引当金 ─ 98

 ６ その他 1,435 2,516

  流動負債合計 9,861 27.7 10,397 25.3

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 (注2) 850 400

 ２ 退職給付引当金 107 84

 ３ 役員退職慰労引当金 236 213

  固定負債合計 1,194 3.4 698 1.7

  負債合計 11,055 31.1 11,096 27.0

(少数株主持分)

   少数株主持分 36 0.1 ― ―

(資本の部)

Ⅰ 資本金 (注3) 4,812 13.5 ― ―

Ⅱ 資本剰余金 5,872 16.5 ― ―

Ⅲ 利益剰余金 13,754 38.6 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金 145 0.4 ― ―

Ⅴ 自己株式 (注4) △60 △0.2 ― ―

  資本合計 24,524 68.8 ― ―

  負債、少数株主持分 
  及び資本合計

35,616 100.0 ― ―



前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 4,812 11.7

 ２ 資本剰余金 ― ― 5,872 14.3

 ３ 利益剰余金 ― ― 19,012 46.3

 ４ 自己株式 ― ― △68 △0.2

  株主資本合計 ― ― 29,628 72.1

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 
   差額金

― ― 215 0.5

 ２ 繰延ヘッジ損益 ― ― 70 0.2

  評価・換算差額等合計 ― ― 285 0.7

Ⅲ 少数株主持分 ― ― 66 0.2

  純資産合計 ― ― 29,980 73.0

  負債純資産合計 ― ― 41,076 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日   
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日   
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 31,706 100.0 38,098 100.0

Ⅱ 売上原価 18,740 59.1 22,426 58.9

   売上総利益 12,965 40.9 15,672 41.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費
(注1) 
(注2)

3,985 12.6 4,728 12.4

   営業利益 8,980 28.3 10,943 28.7

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 1 2

 ２ 受取配当金 3 12

 ３ 受取技術料 26 26

 ４ 固定資産賃貸料 41 23

 ５ 持分法による投資利益 50 ─

 ６ 不用品売却益 ─ 31

 ７ 雑収入 41 164 0.5 21 118 0.3

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 49 39

 ２ 売上割引 52 65

 ３ 売上債権売却損 ─ 25

 ４ 為替差損 58 21

 ５ 持分法による投資損失 ─ 51

 ６ 雑損失 35 196 0.6 27 231 0.6

   経常利益 8,948 28.2 10,830 28.4

Ⅵ 特別利益

 １ 貸倒引当金戻入 4 0

 ２ 投資有価証券売却益 0 5

 ３ 関係会社株式売却益 7 ─

 ４ 国庫補助金受贈益 ─ 11 0.0 18 24 0.1

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 (注3) 380 171

 ２ 固定資産売却損 (注4) ─ 9

 ３ ゴルフ会員権評価損 6 ─

 ４ ゴルフ会員権売却損 ─ 0

 ５ 移転補償金 69 20

 ６ 特別退職金 (注5) 27 ─

 ７ 減損損失 (注6) ─ 483 1.5 81 282 0.7

   税金等調整前当期純利益 8,476 26.7 10,572 27.8

   法人税、住民税 
   及び事業税

3,664 4,208

   法人税等調整額 △328 3,335 10.5 94 4,303 11.3

   少数株主利益 17 0.0 34 0.1

   当期純利益 5,123 16.2 6,234 16.4



③ 【連結剰余金計算書】 
  

 
  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日   
 至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 5,872

Ⅱ 資本剰余金期末残高 5,872

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 8,954

Ⅱ 利益剰余金増加高

   当期純利益 5,123 5,123

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 303

 ２ 役員賞与 20 323

Ⅳ 利益剰余金期末残高 13,754



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 4,812 5,872 13,754 △60 24,378

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当（注） ─ ─ △910 ─ △910

 役員賞与（注） ─ ─ △67 ─ △67

 当期純利益 ─ ─ 6,234 ─ 6,234

 自己株式の取得 ─ ─ ─ △7 △7

 その他有価証券評価差額金の 
 増減

─ ─ ─ ─ ─

 繰延ヘッジ損益の増減 ─ ─ ─ ─ ─

 少数株主持分の増減 ─ ─ ─ ─ ─

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)

─ ─ 5,257 △7 5,249

平成19年３月31日残高(百万円) 4,812 5,872 19,012 △68 29,628

評価・換算差額等
少数株主
持分 純資産合計

その他有価証券 
評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価・換算差額

等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 145 ─ 145 36 24,561

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当（注） ─ ─ ─ ─ △910

 役員賞与（注） ─ ─ ─ ─ △67

 当期純利益 ─ ─ ─ ─ 6,234

 自己株式の取得 ─ ─ ─ ─ △7

 その他有価証券評価差額金の 
 増減 69 ─ 69 ─ 69

 繰延ヘッジ損益の増減 ─ 70 70 ─ 70

 少数株主持分の増減 ─ ─ ─ 29 29

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) 69 70 139 29 5,419

平成19年３月31日残高(百万円) 215 70 285 66 29,980



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前当期純利益 8,476 10,572

 ２ 減価償却費 1,976 1,984

 ３ 貸倒引当金の増加額(又は減少額(△)) 13 △88

 ４ 賞与引当金の増加額   170 60

 ５ 役員賞与引当金の増加額   ─ 98

 ６ 退職給付引当金の減少額 △22 △23

 ７ 役員退職給付引当金の増加額
   (又は減少額(△))

68 △22

 ８ 受取利息及び受取配当金 △4 △14

 ９ 持分法による投資損失 
   (又は利益(△))

△50 51

 10  投資有価証券売却益 △0 △5

 11 支払利息 49 39

 12 ゴルフ会員権評価損 6 ─

 13 関係会社株式売却益 △7 ─

 14 減損損失 ─ 81

 15 有形固定資産売却損 ─ 9

 16 有形固定資産除却損 380 171

 17 売上債権の増加額 △1,782 △1,693

 18 たな卸資産の増加額 △910 △640

 19 仕入債務の増加額 281 513

 20 未払金の増加額(又は減少額(△)) △75 260

 21 未払費用の増加額（又は減少額(△)) 212 △24

 22 未払消費税等の増加額(又は減少額(△)) 233 △70

 23 役員賞与の支払額 △20 △67

 24 その他 158 110

    小計 9,153 11,304

 25 利息及び配当金の受取額 48 65

 26 利息の支払額 △54 △35

 27 法人税等の支払額 △452 △5,373

   営業活動によるキャッシュ・フロー 8,696 5,960

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １ 有形固定資産の取得による支出 △3,245 △5,029

 ２ 投資有価証券の取得による支出 △100 △2

 ３ 投資有価証券の売却による収入 151 32

 ４ 短期貸付の回収による収入 250 ─

 ５ 短期貸付による支出 △250 ─

 ６ 長期貸付による支出 ─ △4

 ７ 連結範囲変更を伴う子会社株式売却 
   による収入

345 ─

 ８ その他 1 18

   投資活動によるキャッシュ・フロー △2,848 △4,984



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １ 短期借入による収入 10,390 12,100

 ２ 短期借入金の返済による支出 △14,440 △12,000

 ３ 長期借入金の返済による支出 △1,064 △700

 ４ 自己株式の取得による支出 △7 △7

 ５ 配当金の支払額 △303 △910

 ６ 少数株主への配当金の支払額 ─ △4

   財務活動によるキャッシュ・フロー △5,425 △1,522

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 0 0

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額   
  （又は減少額(△）)

423 △546

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高 2,186 2,609

Ⅶ 現金及び現金同等物期末残高 注１ 2,609 2,063



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 連結子会社は、次の４社である。 
 トーホーテック㈱ 
 ㈱テスコ 
 東邦キャタリスト㈱ 
 トーホージャステム㈱

連結子会社は、次の４社である。 
 トーホーテック㈱ 
 ㈱テスコ 
 東邦キャタリスト㈱ 
 トーホージャステム㈱

２ 持分法の適用に関する事
項

関連会社２社日本ウィスカー㈱、㈱日
鉱ポリテックに対する投資について持
分法を適用している。
㈱日鉱ポリテックの株式を譲渡したこ
とに伴い、同社は当連結会計年度末に
おいて持分法適用の範囲から除いてい
る。

関連会社１社日本ウィスカー㈱に対す
る投資について持分法を適用してい
る。
日本ソーラーシリコン㈱は、当期純損
益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽
微であり、かつ全体としても重要性が
ないため、持分法適用の範囲から除い
ている。

３ 会計処理基準に関する事
項

 (1) 重要な資産の評価基準
及び評価方法

  (イ)有価証券 その他有価証券
 時価のあるもの
  決算期末日の市場価格等に基づく
時価法(評価差額は全部資本直入法
により処理し、売却原価は移動平均
法により算定)

 時価のないもの
  移動平均法による原価法

その他有価証券
 時価のあるもの
  決算期末日の市場価格等に基づく
時価法(評価差額は全部純資産直入
法により処理し、売却原価は移動平
均法により算定)

 時価のないもの
同左

  (ロ)たな卸資産 製品、原料、仕掛品…
   先入先出法による原価法
貯蔵品…
   移動平均法による原価法
ただし、一部の連結子会社のたな卸資
産は、後入先出法による原価法であ
る。
(会計処理の変更)
 連結財務諸表提出会社は、貯蔵品の
評価基準及び評価方法について、従
来、後入先出法による原価法によって
いたが、当連結会計年度から、移動平
均法による原価法に変更した。 
 この変更は、決算業務のスピードア
ップ及びコスト管理を充実させるた
め、コストをリアルタイムに把握する
資材システムを新たに導入したこと、
更に、近年において貯蔵品の購入価格
が安定してきたことから後入先出法に
よる積極的な意義が薄れたことによ
る。 
 この変更による影響額は軽微であ
る。

製品、原料、仕掛品…
同左

貯蔵品…
   移動平均法による原価法
ただし、一部の連結子会社のたな卸資
産は、後入先出法による原価法であ
る。 
(会計処理の変更） 
 連結子会社である東邦キャタリスト
株式会社は、貯蔵品を除くたな卸資産
の評価基準及び評価方法について、従
来、後入先出法による原価法によって
いたが、当連結会計年度から、先入先
出法による原価法に変更した。 
 この変更は、近年、生産設備の操業
度の安定や、生産合理化によるコスト
低減効果の進展により、単位当たり製
造原価が低下し、後入先出法よる会計
処理では現状の製造単価に数量を乗じ
た金額が、たな卸資産の貸借対照表価
額を下回り、乖離が拡大してきたた
め、この乖離を縮小して財政状態を適
正に表示する必要があったこと及び当
連結会計年度において、先入先出法を
既に導入している連結財務諸表提出会
社のたな卸資産評価システムに統一
し、連結グループ内の業務の合理化を
図ることによる。 
 この変更により、従来の方法によっ
た場合に比べ、売上総利益、営業利
益、経常利益及び税金等調整前当期純
利益は、それぞれ１億11百万円減少し
ている。 
 なお、セグメント情報に与える影響
は、当該箇所に記載している。



 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

    有形固定資産 定額法。

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

ある。

 建物及び構築物    ７～50年

 機械装置及び運搬具  ２～10年

定額法。

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

ある。

 建物及び構築物    ７～50年

 機械装置及び運搬具  ２～10年

    無形固定資産 定額法。

ソフトウェア(自社利用分)は、社内に

おける利用可能期間(５年)に基づく定

額法である。

同左

 (3) 重要な引当金の計上基

準

  (イ)貸倒引当金  債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については、貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては、個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上している。

同左

  (ロ)賞与引当金 

 

 

 
   (ハ)役員賞与引当金 
 

 従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき計

上している。
 
     ───────

同左

 

 

 
役員に対して支給する賞与に充てるた

め、当連結会計年度における支給見込額
に基づき、当連結会計年度負担額を計上
している。 
（会計処理の変更） 
 当連結会計年度から「役員賞与に関す
る会計基準」（企業会計基準委員会 平
成17年11月29日 企業会計基準第４号）
を適用している。 
 この結果、従来の方法によった場合に
比べ、営業利益、経常利益及び税金等調
整前当期純利益が、98百万円減少してい
る。 
 なお、セグメント情報に与える影響
は、当該個所に記載している。

  (ハ)退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上し

ている。 

 なお、会計基準変更時差異(1,342百

万円)については、６年による按分額

を費用処理している。(会計基準変更

時差異は、連結範囲の変更により

1,383百万円から1,342百万円に減少し

ている。) 

 過去勤務債務については、その発生

時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(５年)による按分額

を発生時から費用処理している。 

 数理計算上の差異については、その

発生時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(５年)による按分額を

それぞれ発生の翌連結会計年度より費

用処理している。 

 

 従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上し

ている。 

 過去勤務債務については、その発生

時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(５年)による按分額

を発生時から費用処理している。 

 数理計算上の差異については、その

発生時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(５年)による按分額を

それぞれ発生の翌連結会計年度より費

用処理している。 

 



 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

  (ニ)役員退職慰労引当金 

 

 

 (4) 重要なリース取引の処

理方法 

 

 

 

 (5) 重要なヘッジ会計の方

法

 役員の退職慰労金の支給に充てるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

している。

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっている。

①繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法

  為替予約取引及び金利スワップ取

引を行っている。為替予約取引は、

繰延ヘッジ処理によっている。ただ

し、振当処理の要件を満たしている

ものについては、振当処理を採用し

ている。また、金利スワップ取引

は、特例処理の要件を満たしている

ため、特例処理を採用している。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

  ・ヘッジ手段…為替予約取引、金

利スワップ取引

  ・ヘッジ対象…売掛金、借入金 

 

③ヘッジ方針

  為替の変動によるリスク、将来の

金利及び時価(割引現在価値)の変動

によるリスクを回避するために行っ

ている。

④ヘッジ有効性評価の方法

  為替予約については、キャッシ

ュ・フロー変動を比較し、その変動

額の比率によって有効性を評価して

いる。ただし、為替予約の締結時に

リスク管理方針に従って、同一金額

で同一期日の為替予約をそれぞれ振

当てているものについては、その後

の為替相場の変動による相関関係は

完全に確保されており、その判定を

もって有効性の判定に代えている。

また、金利スワップについては、ヘ

ッジ対象とヘッジ手段について、

(想定)元本、利息の受払条件、契約

期間等の重要な条件が同一であるた

め、特例処理の要件を満たしてお

り、その判定をもって有効性の判定

に代えている。

同左 

 

 

同左 

 

 

 

 

①繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法

同左

②ヘッジ手段とヘッジ対象

  ・ヘッジ手段…為替予約取引、金

利スワップ取引

  ・ヘッジ対象…売掛金、設備輸  

 入代金（予定取引）、借入金、

③ヘッジ方針

同左

④ヘッジ有効性評価の方法

同左



 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 (6) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

４ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

消費税等の会計処理方法

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式を採用している。

 連結子会社の資産及び負債の評価方
法は、全面時価評価法によっている。

消費税等の会計処理方法

同左

同左

５ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項

 連結剰余金計算書における連結会社

の利益処分については、連結会計年度

中に確定した利益処分に基づいて作成

している。

──────

６ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

 連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヵ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっている。

同左



(会計処理の変更) 

  

 
  

(表示方法の変更) 

  

 
  
  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基

準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日)を適用している。 

 これによる損益に与える影響はない。

       ─────────

      ──────── 

 

 

 

 

 

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 
（自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準等の
一部改正） 
 当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９
日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部
の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委
員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号）
並びに改正後の「自己株式及び準備金の額の減少等に関す
る会計基準」（企業会計基準委員会 最終改正平成18年８
月11日 企業会計基準第１号）及び「自己株式及び準備金
の額の減少等に関する会計基準の適用指針」（企業会計基
準委員会最終改正平成18年８月11日 企業会計基準適用指
針第２号）を適用している。 
 これによる損益に与える影響はない。 
 なお、従来の「資本の部」の合計に相当する額は29,843
百万円である。 
 連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度におけ
る連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規則により作成
している。

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(連結損益計算書) 

 前連結会計年度において「売上割引」は営業外費用の

「雑損失」に含めて表示していたが、金額の重要性が増

したため、当連結会計年度より独立掲記している。な

お、前連結会計年度の営業外費用「雑損失」に含まれて

いる「売上割引」は36百万円である。

──────────

 
 
 
 
 
 

────────── (連結損益計算書） 

 前連結会計年度において「不用品売却益」は営業外収

益の「雑収入」に含めて表示していたが、金額の重要性

が増したため、当連結会計年度より独立掲記している。

なお、前連結会計年度の営業外収益「雑収入」に含まれ

ている「不用品売却益」は15百万円である。

──────────  前連結会計年度において「売上債権売却損」は営業外

費用の「雑損失」に含めて表示していたが、金額の重要

性が増したため、当連結会計年度より独立掲記してい

る。なお、前連結会計年度の営業外費用「雑損失」に含

まれている「売上債権売却損」は15百万円である。



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

注１ 非連結子会社及び関連会社に対する金額 注１ 非連結子会社及び関連会社に対する金額

 投資有価証券(株式) 181百万円 投資有価証券(株式) 81百万円

注２ 担保資産及び担保付債務 

 (1) 担保に供している資産は次のとおりである。

注２ 担保資産及び担保付債務 

 (1) 担保に供している資産は次のとおりである。

 

  土地 151百万円

  建物及び構築物 3,708百万円

  機械装置及び運搬具 6,076百万円

  工具器具及び備品 177百万円

  計 10,114百万円

    担保付債務は次のとおりである。

     長期借入金(一年内返済予定額を含む)

750百万円

 

 土地 151百万円

 建物及び構築物 3,662百万円

 機械装置及び運搬具 5,707百万円

 工具器具及び備品 225百万円

 計 9,746百万円

    担保付債務は次のとおりである。

     長期借入金(一年内返済予定額を含む)

250百万円

 (2) このうち、財団抵当に供している資産は次のとお

りである。

 (2) このうち、財団抵当に供している資産は次のとお

りである。

 

  土地 151百万円

  建物及び構築物 3,708百万円

  機械装置及び運搬具 6,076百万円

  工具器具及び備品 177百万円

  計 10,114百万円

    担保付債務は次のとおりである。

     長期借入金(一年内返済予定額を含む)

750百万円

 

 土地 151百万円

 建物及び構築物 3,662百万円

 機械装置及び運搬具 5,707百万円

 工具器具及び備品 225百万円

 計 9,746百万円

    担保付債務は次のとおりである。

     長期借入金(一年内返済予定額を含む)

250百万円

注３ 当社の発行済株式総数は、普通株式60,770,910株

である。

注３                 ──────

注４ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式92,210

株である。

注４         ──────

 ５ 売掛金の債権譲渡契約に基づく譲渡高

498百万円

 ５ 売掛金の債権譲渡契約に基づく譲渡高

632百万円

注６                 ────── 注６ 連結会計年度末日満期手形の会計処理について 
   は、手形交換日をもって決済処理をしている。な 
   お、当連結会計年度末日が、金融機関の休日であ 
   ったため、連結会計年度年度末日満期手形が次の 
   科目に含まれている。 
     受取手形            65百万円



(連結損益計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

注１ 販売費及び一般管理費のうち主なものは次のとお

りである。

注１ 販売費及び一般管理費のうち主なものは次のとお

りである。

 給与手当 809百万円

 賞与引当金繰入額 149百万円

 役員賞与引当金繰入額 －百万円

 退職給付費用 82百万円

 役員退職慰労引当金繰入額 71百万円

 研究開発費 1,207百万円

給与手当 904百万円

賞与引当金繰入額 222百万円

役員賞与引当金繰入額 98百万円

退職給付費用 70百万円

役員退職慰労引当金繰入額 46百万円

研究開発費 1,334百万円

注２ 研究開発費の総額 注２ 研究開発費の総額

 一般管理費 1,207百万円

 当期製造費用 ―

 計 1,207百万円

一般管理費 1,334百万円

当期製造費用 ―

計 1,334百万円

注３ 固定資産除却損の内容は次のとおりである。 注３ 固定資産除却損の内容は次のとおりである。

 

 

 建物及び構築物 47百万円

 機械装置及び運搬具 308百万円

 工具器具及び備品 24百万円

 ソフトウェア 0百万円

 計 380百万円

注４         ──────

注５ 前連結会計年度末に譲渡した連結子会社三京ダイ
ヤモンド工業㈱へ転籍した従業員に対して支給し
た割増退職金である。

 

 

建物及び構築物 23百万円

機械装置及び運搬具 142百万円

工具器具及び備品 4百万円

ソフトウェア －百万円

計 171百万円

注４ 固定資産売却損の内容は次のとおりである。

機械装置及び運搬具 9百万円

注５         ──────

注６         ────── 注６ 当社は、当連結会計年度において以下の資産につ
いて減損損失を計上している。

場所 用途 種類 減損損失

神奈川県高座郡寒川町 共用資産 土地 81百万円

    当社は、主として継続的に収支の把握を行っ 

   ている管理会計上の区分（事業別）を単位とし 

   てグルーピングを行っている。 

    当連結会計年度において売却予定となった資 

   産について、回収可能価額まで減額し、当該減 

   少額を減損損失として計上している。なお、回 

   収可能価額は不動産鑑定評価基準を基礎として 

   測定している。



(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

   

  

２ 自己株式に関する事項 

   

(変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次の通りである。 

 単元未満株式の買取りによる増加   1,170株 

  
３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 60,770,910 － － 60,770,910

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 92,210 1,170 － 93,380

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年6月27日 
定時株主総会

普通株式 910 15 平成18年3月31日 平成18年6月28日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年6月28日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 1,516 25 平成19年3月31日 平成19年6月29日



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

注１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 2,609百万円

現金及び現金同等物 2,609百万円
 

注１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 2,063百万円

現金及び現金同等物 2,063百万円



(リース取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置及び 
運搬具

18 5 13

工具器具及び 
備品

1,431 663 767

ソフトウェア ─ ─ ─

合計 1,449 669 780

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

機械装置及び
運搬具

10 2 7

工具器具及び
備品

2,077 771 1,306

ソフトウェア 15 5 10

合計 2,103 778 1,324

 (注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定している。

同左

 ② 未経過リース料期末残高相当額等

   未経過リース料期末残高相当額

 ② 未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

１年内 283百万円

１年超 497百万円

合計 780百万円

１年内 467百万円

１年超 856百万円

合計 1,324百万円

 (注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算

定している。

同左

 ③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、 

  減価償却費相当額及び減損損失

 ③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、 

  減価償却費相当額及び減損損失

支払リース料 302百万円

減価償却費相当額 302百万円

支払リース料 426百万円

減価償却費相当額 426百万円

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっている。

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

２ オペレーティング・リース取引

―――――

(減損損失について)   

 リース資産に配分された減損損失はない。

２ オペレーティング・リース取引

─────

（減損損失について）
           同左



(有価証券関係) 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ 売買目的有価証券 

該当事項なし。 

２ 満期保有目的債券で時価のあるもの 

該当事項なし。 

３ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

４ 売却したその他有価証券 

  

 
  

５ 時価評価されていない有価証券 

  

 
  

区分 取得原価(百万円)
連結貸借対照表計上額

(百万円)
差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

  株式 10 255 245

  債券 26 27 0

  その他 ― ― ―

小計 36 283 246

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

  株式 41 39 △1

  債券 ― ― ―

  その他 ― ― ―

小計 41 39 △1

合計 78 323 245

区分 売却額(百万円)
売却益の合計額

(百万円)
売却損の合計額 

(百万円)

  株式 51 7 ―

  債券 ― ― ―

  その他 100 0 ―

合計 151 7 ―

区分 連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券 
 非上場株式

10



当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 売買目的有価証券 

該当事項なし。 

２ 満期保有目的債券で時価のあるもの 

該当事項なし。 

３ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

４ 売却したその他有価証券 

  

 
  

５ 時価評価されていない有価証券 

  

 
  

区分 取得原価(百万円)
連結貸借対照表計上額

(百万円)
差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

  株式 51 413 361

  債券 － － －

  その他 － － －

小計 51 413 361

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

  株式 － － －

  債券 － － －

  その他 － － －

小計 － － －

合計 51 413 361

区分 売却額(百万円)
売却益の合計額

(百万円)
売却損の合計額 

(百万円)

  株式 0 0 －

  債券 32 5 －

  その他 － － －

合計 32 5 －

区分 連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券 
 非上場株式

10



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(1) 取引の内容

  当社及び一部の連結子会社は実需に伴う通貨に係る

デリバティブ取引並びに金利に係るデリバティブ取引

を実施している。具体的には売掛金の入金に対する為

替予約取引並びに金利のスワップ取引である。

(1) 取引の内容

同左

(2) 取引に対する取組方針

  デリバティブ取引を通常業務の一環として利用して

いる。

(2) 取引に対する取組方針

同左

(3) 取引の利用目的

  デリバティブ取引は為替リスクヘッジ並びに支払金

利の低減を目的として実施している。

  なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っている。

(3) 取引の利用目的

同左

 ① ヘッジ会計の方法

   為替予約取引及び金利スワップ取引を行ってい

る。為替予約取引は、繰延ヘッジ処理によってい

る。ただし、振当処理の要件を満たしているものに

ついては、振当処理を採用している。また、金利ス

ワップ取引は、特例処理の要件を満たしているた

め、特例処理を採用している。

 ① ヘッジ会計の方法

同左

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

   ヘッジ手段……為替予約取引、金利スワップ取引

   ヘッジ対象……売掛金、借入金

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

   ヘッジ手段…為替予約取引、金利スワップ取引

    ヘッジ対象…売掛金、設備輸入代金(予定取引)、

        借入金

 ③ ヘッジ方針

   為替の変動によるリスク、将来の金利及び時価

(割引現在価値)の変動によるリスクを回避するため

に行っている。

 ③ ヘッジ方針

同左

 ④ ヘッジ有効性評価の方法

   為替予約については、キャッシュ・フロー変動を

比較し、その変動額の比率によって有効性を評価し

ている。ただし、為替予約の締結時に、リスク管理

方針に従って、同一金額で同一期日の為替予約をそ

れぞれ振当てているものついては、その後の為替相

場の変動による相関関係は完全に確保されており、

その判定をもって有効性の判定に代えている。ま

た、金利スワップについては、ヘッジ対象とヘッジ

手段について、(想定)元本、利息の受払条件、契約

期間等の重要な条件が同一であるため、特例処理の

要件を満たしており、その判定をもって有効性の判

定に代えている。

 ④ ヘッジ有効性評価の方法

同左

(4) 取引に係るリスクの内容

  (信用リスク)格付けの高い金融機関と取引している

ため信用リスクは殆どない。

  (市場リスク)当社及び一部の連結子会社の利用する

デリバティブ取引は将来の金利変動及

び為替変動に伴う市場価格変動リスク

を有している。

(4) 取引に係るリスクの内容

同左

(5) 取引に係るリスク管理体制

  デリバティブ取引(通貨の為替予約取引及び金利の

スワップ取引)については経営企画部が管理及び契約

の締結を行い、都度、経営役員会に報告している。

(5) 取引に係るリスク管理体制

  デリバティブ取引(通貨の為替予約取引及び金利の

スワップ取引)については企画部が管理及び契約の締

結を行い、都度、経営役員会に報告している。



２ 取引の時価等に関する事項 
前連結会計年度(平成18年３月31日) 

デリバティブ取引については、すべてヘッジ会計を適用しているため、記載を省略している。 
当連結会計年度(平成19年３月31日) 

デリバティブ取引については、すべてヘッジ会計を適用しているため、記載を省略している。 

  

(退職給付関係) 
  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要
  当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として適
格退職年金制度及び退職一時金制度を設けている。

  また、従業員の退職等に際し、割増退職金を支払う
場合がある。

  当社は、平成15年７月に適格退職年金制度の一部に
ついて確定拠出年金制度に移行している。

１ 採用している退職給付制度の概要
 当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として適
格退職年金制度及び退職一時金制度を設けている。
 また、従業員の退職等に際し、割増退職金を支払う
場合がある。
 当社は、平成15年７月に適格退職年金制度の一部に
ついて確定拠出年金制度に移行している。

 

２ 退職給付債務に関する事項
イ 退職給付債務 △2,050百万円
ロ 年金資産(退職給付信託を含む) 2,092百万円
ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) 41百万円
ニ 会計基準変更時差異の未処理額 ─百万円
ホ 未認識数理計算上の差異 △76百万円
へ 未認識過去勤務債務 △72百万円
ト 退職給付引当金 
  (ハ＋ニ＋ホ＋へ)

△107百万円

 (注)一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、
簡便法を採用している。

 

２ 退職給付債務に関する事項
イ 退職給付債務 △2,213百万円
ロ 年金資産(退職給付信託を含む) 2,242百万円
ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) 29百万円
ニ 未認識数理計算上の差異 △61百万円
ホ 未認識過去勤務債務 △ 52百万円
ヘ 退職給付引当金
  (ハ＋ニ＋ホ)

△84百万円

(注)一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、
簡便法を採用している。

 

３ 退職給付費用に関する事項
イ 勤務費用 103百万円
ロ 利息費用 48百万円
ハ 期待運用収益 △39百万円
ニ 数理計算上の差異の処理費用 46百万円
ホ 会計基準変更時差異の処理額 132百万円
ヘ 退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ
  ＋ホ)

291百万円

ト  過去勤務債務の費用処理額 △20百万円
チ その他 237百万円
    計(ヘ＋ト＋チ) 508百万円

 (注)１.簡便法を採用している連結子会社の退職給付
費用は、「イ 勤務費用」に計上している。

   ２.「チ その他」は、確定拠出年金への掛金支
払額である。

 

３ 退職給付費用に関する事項
イ 勤務費用 112百万円
ロ 利息費用 50百万円
ハ 期待運用収益 △46百万円
ニ 数理計算上の差異の処理費用 16百万円

ホ 退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ) 134百万円

へ  過去勤務債務の費用処理額 △20百万円
ト その他 243百万円

   計(ホ＋ヘ＋ト) 357百万円
(注)１.簡便法を採用している連結子会社の退職給付

費用は、「イ 勤務費用」に計上している。
  ２.「ト その他」は、確定拠出年金への掛金支

払額である。

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準
ロ 割引率 2.5％
ハ 期待運用収益率 2.5％
ニ 数理計算上の差異の処理年数 ５年
ホ 会計基準変更時差異の処理年数 
へ 過去勤務債務の処理年数

６年
５年

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
イ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準
ロ 割引率 2.0％
ハ 期待運用収益率 2.5％
ニ 数理計算上の差異の処理年数 ５年

ホ 過去勤務債務の処理年数 ５年



(税効果会計関係) 

  

 

  

  

  

前連結会計年度
(平成18年３月31日)

当連結会計年度
(平成19年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

 役員退職慰労引当金 95百万円

 未払事業税否認 272百万円

 賞与引当金超過額 267百万円

 減価償却費限度超過額 14百万円

 貸倒引当金繰入超過額 24百万円

 ゴルフ会員権評価損 73百万円

 賞与引当金社会保険料見積額 37百万円

 退職給付引当金超過額 217百万円

 固定資産除却損 49百万円

 未実現利益 ─百万円

 減損損失 ─百万円

 その他 48百万円

繰延税金資産小計 1,101百万円

評価性引当額 ─百万円

繰延税金資産合計 1,101百万円

繰延税金負債

 固定資産圧縮積立金 △12百万円
 その他有価証券評価差額金
  繰延ヘッジ資産

△99百万円
    ─百万円

繰延税金負債合計 △111百万円

繰延税金資産の純額 989百万円
 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

役員退職慰労引当金 86百万円

未払事業税否認 199百万円

賞与引当金超過額 314百万円

減価償却費限度超過額 8百万円

貸倒引当金繰入超過額 ─百万円

ゴルフ会員権評価損 58百万円

賞与引当金社会保険料見積額 43百万円

退職給付引当金超過額 213百万円

固定資産除却損 38百万円

未実現利益 55百万円

減損損失 33百万円

その他 31百万円

繰延税金資産小計 1,079百万円

評価性引当額 △69百万円

繰延税金資産合計 1,010百万円

繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 △15百万円
その他有価証券評価差額金

  繰延ヘッジ資産
△146百万円

   △48百万円

繰延税金負債合計 △211百万円

繰延税金資産の純額 799百万円

  繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項

目に含まれている。

流動資産―繰延税金資産 650百万円

固定資産―繰延税金資産 339百万円

  繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項

目に含まれている。

流動資産―繰延税金資産 570百万円

固定資産―繰延税金資産 228百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

 

法定実効税率 40.6％

(調整)

 試験研究費等の税額控除 △1.7％

 その他 0.4％

税効果会計適用後の法人税等の 
負担率

39.3％

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
  率との間の差異が法定実効税率の百分の五以下である 
  ため注記を省略している。



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法 

事業区分の方法は、製品の市場における類似性に応じて、金属チタン、電材、触媒及びその他にセグメン

テーションしている。 

２ 事業区分の主要製品 

 
３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,167百万円であり、その主なも

のは基礎的試験研究費、総務、経理等の管理部門に係る費用である。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は1,155百万円であり、その主なものは親会社で

の余資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券等)及び管理・基礎的研究部門に係る資産等で

ある。 

  

金属チタン 
事業 

(百万円)

電材事業 
(百万円)

触媒事業 
(百万円)

その他 
事業 

(百万円)
計(百万円)

消去又は 
全社 

(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

23,311 2,372 4,747 1,275 31,706 ― 31,706

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

682 9 11 51 755 (755) ―

計 23,993 2,382 4,758 1,327 32,461 (755) 31,706

営業費用 15,589 2,232 3,264 1,222 22,308 417 22,726

営業利益 8,404 149 1,494 104 10,153 (1,173) 8,980

Ⅱ 資産、減価償却費及び
資本的支出

資産 22,605 3,221 7,456 1,178 34,461 1,155 35,616

減価償却費 1,081 348 421 1 1,852 123 1,976

資本的支出 1,890 139 544 ― 2,574 332 2,907

事業の種類別セグメント 主要製品

金属チタン事業
スポンジチタン、チタンインゴット、高純度チタン、チタン加工品、 
四塩化チタン

電材事業 高純度酸化チタン、超微粉ニッケル

触媒事業 プロピレン重合用触媒
その他事業 環境分析、流出油処理剤、工事用・生産用資材、工事施工管理等の請負



当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 事業区分の方法 

事業区分の方法は、製品の市場における類似性に応じて、金属チタン、電材、触媒及びその他にセグメン

テーションしている。 

２ 事業区分の主要製品 

 
３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,383百万円であり、その主なも

のは基礎的試験研究費、総務、経理等の管理部門に係る費用である。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は1,730百万円であり、その主なものは親会社で

の余資運用資金(現金及び預金)、長期投資資金(投資有価証券等)及び管理・基礎的研究部門に係る資産等で

ある。 

５ 当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基

準第４号）を適用している。この結果、従来の方法によった場合に比べ、当連結会計年度における営業利益

は、「金属チタン事業」が１百万円、「触媒事業」が12百万円、「その他事業」が３百万円、「消去又は全

社」が80百万円減少している。 

６ 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の「３.会計処理基準に関する事項（１）重要な資産

の評価基準及び評価方法」に記載のとおり、当連結会計年度から触媒事業のたな卸資産の評価基準および評

価方法に係る会計処理方法を変更している。この結果、従来の方法によった場合に比べ、当連結会計年度に

おける営業利益は、「触媒事業」が１億14百万円減少し、「消去又は全社」が２百万円増加している。 

  

金属チタン 
事業 

(百万円)

電材事業 
(百万円)

触媒事業 
(百万円)

その他 
事業 

(百万円)
計(百万円)

消去又は 
全社 

(百万円)

連結 
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

28,565 2,562 5,462 1,508 38,098 ─ 38,098

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

750 10 0 33 795 (795) ─

計 29,316 2,572 5,463 1,542 38,894 (795 ) 38,098

営業費用 19,146 2,217 3,838 1,365 26,568 587 27,155

営業利益 10,169 354 1,625 177 12,326 (1,383 ) 10,943

Ⅱ 資産、減価償却費、減損
損失及び資本的支出

資産 25,243 3,286 9,780 1,036 39,346 1,730 41,076

減価償却費 1,206 327 318 1 1,853 130 1,984

減損損失 ─ ─ ─ ─ ─ 81 81

資本的支出 2,916 117 1,822 0 4,857 1,023 5,880

事業の種類別セグメント 主要製品

金属チタン事業
スポンジチタン、チタンインゴット、高純度チタン、チタン加工品、 
四塩化チタン

電材事業 高純度酸化チタン、超微粉ニッケル

触媒事業 プロピレン重合用触媒
その他事業 環境分析、流出油処理剤、工事用・生産用資材、工事施工管理等の請負



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める国内の割合がいずれ

も90％を超えているため、記載を省略している。 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

海外子会社及び海外事業所がないため、記載を省略している。 

  



【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 米州 …米国、カナダ 

(2) 欧州 …イギリス、フランス、ドイツ 

(3) アジア…韓国、台湾、中国 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高の合計額である。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 米州 …米国、カナダ 

(2) 欧州 …イギリス、フランス、ドイツ 

(3) アジア…韓国、台湾、中国 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高の合計額である。 

  

米州 欧州 アジア 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 3,921 2,796 3,390 10,108

Ⅱ 連結売上高(百万円) ― ― ― 31,706

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占める割合(％) 12.4 8.8 10.7 31.9

米州 欧州 アジア 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 4,968 3,097 4,156 12,222

Ⅱ 連結売上高(百万円) ─ ─ ─ 38,098

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占める割合(％) 13.0 8.1 10.9 32.1



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１.親会社及び法人主要株主等 

  

 
取引条件ないし取引条件の決定方針等 

 チタン製品の販売については、市場価格及び総原価を勘案して当社希望価格を提示し、ユーザー毎に期間

を決めて価格交渉を行い、決定している。 

 取引条件についても販売価格を決める段階でその都度交渉により決定している。 

 原料の購入については、市場価格を勘案し、ベンダー毎に期間を決めて価格交渉を行い、決定している。

 取引条件についても、購入価格を決める段階で都度交渉により決定している。 

(注) 取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれている。 

  

２.兄弟会社等 

  

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

 チタン製品の販売については、市場価格及び総原価を勘案して当社希望価格を提示し、ユーザー毎に期間

を決めて価格交渉を行い、決定している。 

 取引条件についても販売価格を決める段階でその都度交渉により決定している。 

(注) 取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれている。 

  

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有) 
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

その他の
関係会社

三井物産 
株式会社

東京都 
千代田区

295,766 総合商社
(被所有)
直接 
15.36

兼任１名

当社製品
の販売先

チタン製品
の販売

318 売掛金 95

当社原料
の購入先

原料の購入 2,124 買掛金 122

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有) 
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

その他の
関係会社
の子会社

三井物産 
非鉄販売 
株式会社

東京都 
中央区

200
非鉄金属 
商  社

― 兼任１名
当社製品
の販売先

チタン製品
の販売

13,553 売掛金 1,814



当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１.親会社及び法人主要株主等 

  

 
取引条件ないし取引条件の決定方針等 

 チタン製品の販売については、市場価格及び総原価を勘案して当社希望価格を提示し、ユーザー毎に期間

を決めて価格交渉を行い、決定している。 

 取引条件についても販売価格を決める段階でその都度交渉により決定している。 

 原料の購入については、市場価格を勘案し、ベンダー毎に期間を決めて価格交渉を行い、決定している。

 取引条件についても、購入価格を決める段階で都度交渉により決定している。 

(注) 取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれている。 

  

２.兄弟会社等 

  

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

 チタン製品の販売については、市場価格及び総原価を勘案して当社希望価格を提示し、ユーザー毎に期間

を決めて価格交渉を行い、決定している。 

 取引条件についても販売価格を決める段階でその都度交渉により決定している。 

(注) 取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれている。 

  

  

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有) 
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

主要株主
三井物産 
株式会社

東京都 
千代田区

323,212 総合商社
(被所有)
直接 
11.55

兼任１名

当社製品
の販売先

チタン製品
の販売

363 売掛金 80

当社原料
の購入先

原料の購入 3,061 買掛金 300

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(百万円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有) 
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

主要株主
の子会社

三井物産 
非鉄販売 
株式会社

東京都 
中央区

3,300
非鉄金属 
商  社

― 兼任１名
当社製品
の販売先

チタン製品
の販売

16,219 売掛金 2,384



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１株当たり当期純利益金額 

 
  

(重要な後発事象) 

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 403円06銭 493円00銭

１株当たり当期純利益 83円33銭 102円75銭

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式がない

ため記載していない。

 当社は、平成18年２月１日付で株

式１株につき２株の株式分割を行っ

ている。 

 なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の前連結会計

年度における１株当たりの情報につ

いては、以下のとおりとなる。

同左 

 

 

     ─────

１株当たり純資産額

１株当たり当期純利益

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益

322円60銭

30円45銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式がない

ため記載していない。

─────

─────

─────

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

連結損益計算書上の当期純利益(百万円) 5,123 6,234

普通株式に係る当期純利益(百万円) 5,056 6,234

普通株主に帰属しない金額(百万円) 67 ─

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

(百万円)

(利益処分による役員賞与金) (67) (─)

普通株式の期中平均株式数(株) 60,679,590 60,678,007

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

―――――― 重要な設備投資計画の決定
 当社は、平成19年４月４日開催の取締役会において、
スポンジチタンの生産能力増強を目的として、以下のと
おり新工場建設を決議した。 
 １.生産能力  12,000ｔ/年 
 ２.建設計画  平成19年11月 着工 
         平成21年８月 完工 
         平成21年12月 営業運転開始 
 ３.投資予定額 39,600百万円 
 ４.資金調達の方法 自己資金及び銀行等からの借入 
 ５.立地    北九州市若松区（新日本製鐵㈱ 
         八幡製鐵所内保有地）  



⑥ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載している。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおり

である。 

  

 
  

区分
前期末残高 
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 1,150 1,250 1.09 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 700 450 1.63 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

850 400 0.87
平成20年４月30日～
平成21年10月30日

その他の有利子負債 ― ─ ― ―

合計 2,700 2,100 ― ―

区分
１年超２年以内 

(百万円)
２年超３年以内

(百万円)
３年超４年以内

(百万円)
４年超５年以内 

(百万円)

長期借入金 200 200 ─ ─



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 2,254 2,030

 ２ 受取手形 (注7) 114 92

 ３ 売掛金 4,078 5,244

 ４ 製品 1,932 2,127

 ５ 原料 1,339 1,474

 ６ 仕掛品 2,166 2,614

 ７ 貯蔵品 287 323

 ８ 前渡金 ― 40

 ９ 前払費用 27 43

 10 繰延税金資産 439 363

 11 関係会社短期貸付金 2,420 1,813

 12 未収入金 357 373

 13 その他 4 121

  流動資産合計 15,421 49.9 16,664 46.7

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 (注1)

  (1) 建物 8,839 8,971

    減価償却累計額 4,998 3,841 5,212 3,759

  (2) 構築物 979 1,025

    減価償却累計額 678 301 687 338

  (3) 機械装置 26,402 26,866

    減価償却累計額 19,801 6,600 20,640 6,225

  (4) 車両運搬具 49 48

    減価償却累計額 38 11 40 8

  (5) 工具器具及び備品 1,243 1,357

    減価償却累計額 1,054 189 1,105 251

  (6) 土地 1,630 1,766

  (7) 建設仮勘定 454 2,910

   有形固定資産合計 13,028 42.2 15,261 42.7



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

 ２ 無形固定資産

  (1) 借地権 83 ─

  (2) ソフトウェア 172 125

  (3) その他 3 3

   無形固定資産合計 258 0.8 129 0.4

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 314 403

  (2) 関係会社株式 1,205 1,208

  (3) 長期貸付金 4 4

  (4) 従業員長期貸付金 ― 4

  (5) 関係会社長期貸付金 300 1,767

  (6) 長期前払費用 20 15

  (7) 繰延税金資産 300 190

  (8) その他 65 65

    貸倒引当金 △24 △24

   投資その他の資産合計 2,186 7.1 3,635 10.2

  固定資産合計 15,473 50.1 19,025 53.3

  資産合計 30,894 100.0 35,690 100.0



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 (注2) 1,328 1,699

 ２ 短期借入金 1,050 1,185

 ３ 一年内に返済予定の 
   長期借入金

200 200

 ４ 未払金 (注2) 768 894

 ５ 未払費用 145 116

 ６ 未払法人税等 2,930 1,882

 ７ 預り金 22 27

 ８ 賞与引当金 457 549

 ９ 役員賞与引当金 ─ 80

 10 固定資産関係未払金 107 876

 11 その他 1 ─

  流動負債合計 7,011 22.7 7,511 21.1

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 600 400

 ２ 退職給付引当金 91 68

 ３ 役員退職慰労引当金 154 152

  固定負債合計 846 2.7 621 1.7

  負債合計 7,858 25.4 8,133 22.8

(資本の部)

Ⅰ 資本金 (注3) 4,812 15.6 ― ―

Ⅱ 資本剰余金

   資本準備金 5,872 ―

  資本剰余金合計 5,872 19.0 ― ―

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 443 ―

 ２ 任意積立金

  (1) 固定資産圧縮積立金 18 ―

  (2) 別途積立金 4,000 4,018 ― ―

 ３ 当期未処分利益 7,805 ―

  利益剰余金合計 12,267 39.7 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金 145 0.5 ― ―

Ⅴ 自己株式 (注5) △60 △0.2 ― ―

  資本合計 23,036 74.6 ― ―

  負債及び資本合計 30,894 100.0 ― ―



前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 4,812 13.5

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 5,872

   資本剰余金合計 ― ― 5,872 16.4

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 ― 443

  (2) その他利益剰余金

    固定資産圧縮積立金 ― 23

    別途積立金 ─ 4,000

    繰越利益剰余金 ― 12,188

   利益剰余金合計 ― ― 16,655 46.7

 ４ 自己株式 ― ― △68 △0.2

  株主資本合計 ― ― 27,271 76.4

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 
   差額金

― ― 215 0.6

 ２ 繰延ヘッジ損益 ― ― 70 0.2

  評価・換算差額等合計 ― ― 285 0.8

  純資産合計 ― ― 27,556 77.2

  負債純資産合計 ― ― 35,690 100.0



② 【損益計算書】 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 (注4) 23,181 100.0 27,932 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 製品期首たな卸高 1,979 1,932

 ２ 当期製品製造原価 (注4) 13,588 16,441

    合計 15,567 18,374

 ３ 他勘定振替高 (注1) 0 －

 ４ 製品期末たな卸高 1,932 13,634 58.8 2,127 16,246 58.2

   売上総利益 9,547 41.2 11,686 41.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費
(注2) 
(注3)

2,485 10.7 3,157 11.3

   営業利益 7,062 30.5 8,528 30.5

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 12 38

 ２ 受取配当金 (注4) 225 347

 ３ 受取技術料 (注4) 28 29

 ４ 固定資産賃貸料 (注4) 108 103

 ５ その他 35 410 1.8 47 566 2.0

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 22 28

 ２ 売上割引 23 25

 ３ 売上債権売却損 15 25

 ４ 為替差損 65 5

 ５ その他 7 134 0.6 14 98 0.3

   経常利益 7,337 31.7 8,996 32.2



 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益

 １ 投資有価証券売却益 28 5

 ２ 国庫補助金受贈益 ― 28 0.1 18 24 0.1

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 (注5) 311 113

 ２ 固定資産売却損 (注6) ― 9

 ３ ゴルフ会員権評価損 6 ─

 ４ ゴルフ会員権売却損 ─ 0

 ５ 移転補償金 69 20

 ６ 特別退職金 (注7) 27 ─

 ７ 減損損失 (注8) ― 414 1.8 81 224 0.8

   税引前当期純利益 6,950 30.0 8,796 31.5

   法人税、住民税 
   及び事業税

2,959 3,357

   法人税等調整額 △316 2,642 11.4 90 3,448 12.3

   当期純利益 4,307 18.6 5,348 19.2

   前期繰越利益 3,497 ―

   当期未処分利益 7,805 ―



製造原価明細書 

  

 
  

注記 

  

 
  

  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比 
(％)

Ⅰ 原材料費 5,649 40.9 6,525 38.7

Ⅱ 労務費 (注1) 2,755 20.0 3,481 20.6

Ⅲ 経費 (注2) 5,396 39.1 6,882 40.7

  当期総製造費用 13,800 100.0 16,889 100.0

  期首仕掛品たな卸高 1,953 2,166

合計 15,754 19,055

  期末仕掛品たな卸高 2,166 2,614

  当期製品製造原価 13,588 16,441

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

原価計算の方法は、工程別総合原価計算制度を採用して

いる。

同左

注１ このうち賞与引当金繰入額301百万円及び退職給

付費用281百万円が含まれている。

注１ このうち賞与引当金繰入額391百万円及び退職給

付費用121百万円が含まれている。

注２ このうち減価償却費1,410百万円が含まれてい

る。

注２ このうち減価償却費1,516百万円が含まれてい

る。



③ 【利益処分計算書】 

  

 
(注) 日付は、株主総会承認日であります。 

  

前事業年度
(平成18年６月27日)

区分
注記
番号

金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益 7,805

Ⅱ 任意積立金取崩額

   固定資産圧縮 
   積立金取崩額

0 0

合計 7,806

Ⅲ 利益処分額

 １ 配当金 910

 ２ 役員賞与金
   (うち監査役賞与金)

50
(―)

960

Ⅳ 次期繰越利益 6,845



④ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

  

 
（注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合

計
資本準備金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

計固定資産圧

縮積立金
別途積立金

繰越利益剰

余金

平成18年３月31日残高
(百万円)

4,812 5,872 5,872 443 18 4,000 7,805 12,267 △60 22,891

事業年度中の変動額

 剰余金の配当（注） ─ ─ ─ ─ ─ ─ △910 △910 ─ △910

 役員賞与（注） ─ ─ ─ ─ ─ ─ △50 △50 ─ △50

 当期純利益 ─ ─ ─ ─ ─ ─ 5,348 5,348 ─ 5,348

 自己株式の取得 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ △7 △7

 その他有価証券評価 
 差額金の増減

─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─

 繰延ヘッジ損益の増減 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─

 固定資産圧縮積立金 
 の積立て

─ ─ ─ ─ 8 ─ △8 ─ ─ ─

 固定資産圧縮積立金 
 の取崩し（注）

─ ─ ─ ─ △0 ─ 0 ─ ─ ─

 固定資産圧縮積立金 
 の取崩し

─ ─ ─ ─ △2 ─ 2 ─ ─ ─

事業年度中の変動額合計
(百万円)

─ ─ ─ ─ 5 ─ 4,382 4,387 △7 4,379

平成19年３月31日残高
(百万円)

4,812 5,872 5,872 443 23 4,000 12,188 16,655 △68 27,271

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百
万円)

145 ─ 145 23,036

事業年度中の変動額

 剰余金の配当（注） ─ ─ ─ △910

 役員賞与（注） ─ ─ ─ △50

 当期純利益 ─ ─ ─ 5,348

 自己株式の取得 ─ ─ ─ △7

 その他有価証券評価 
 差額金

69 ─ 69 69

 繰延ヘッジ損益の増減 ─ 70 70 70

 固定資産圧縮積立金 
 の積立て

─ ─ ─ ─

 固定資産圧縮積立金 
 の取崩し(注）

─ ─ ─ ─

 固定資産圧縮積立金 
 の取崩し

─ ─ ─ ─

事業年度中の変動額合計
(百万円)

69 70 139 4,519

平成19年３月31日残高(百
万円)

215 70 285 27,556



重要な会計方針 

  

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

   移動平均法による原価法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

同左

(2) その他有価証券

  時価のあるもの

   決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定)

  時価のないもの

   移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

  時価のあるもの

   決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定)

  時価のないもの

同左

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

 製品、原料、仕掛品については先入

先出法による原価法 

 貯蔵品については移動平均法による

原価法 

（会計処理の変更） 

 貯蔵品の評価基準及び評価方法につ

いて、従来、後入先出法による原価法

によっていたが、当事業年度から、移

動平均法による原価法に変更した。 

 この変更は、決算業務のスピードア

ップ及びコスト管理を充実させるた

め、コストをリアルタイムに把握する

資材システムを新たに導入したこと、

更に、近年において貯蔵品の購入価格

が安定してきたことから後入先出法に

よる積極的な意義が薄れたことによ

る。 

 この変更による影響額は軽微であ

る。 

 

同左

同左

 
─────

３ 固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産 

 定額法

有形固定資産

同左

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

である。 

 建物         ７～50年 

 機械装置       ２～10年

無形固定資産 

 定額法 

 ソフトウェア(自社利用分)は、社内

における利用可能期間(５年)に基づく

定額法

無形固定資産

同左

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上するこ

ととしている。

(2) 賞与引当金

  従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額に基づ

き計上している。

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

同左



項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(3) 役員賞与引当金
──────

(3) 役員賞与引当金
 役員に対して支給する賞与の支出
に充てるため、支給見込み額に基づ
き計上している。 
（会計処理の変更） 
 当事業年度から「役員賞与に関す
る会計基準（企業会計基準委員会
平成17年11月29日 企業会計基準第
４号）を適用している。 
 この結果、従来の方法によった場
合に比べ、営業利益、経常利益及び
税引前当期純利益が、それぞれ、80
百万円減少している。

(4) 退職給付引当金
  従業員の退職給付に備えるため、
当事業年度末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき計上
している。

  なお、会計基準変更時差異(1,342
百万円)については６年による按分
額を費用処理している。 
 過去勤務債務については、その発
生時における従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数(５年)による
按分額を発生時より費用処理してい
る。 
 数理計算上の差異については、そ
の発生時の従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数(５年)による按
分額をそれぞれ発生の翌事業年度よ
り費用処理している。

(4) 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき計上
している。 
 過去勤務債務については、その発
生時における従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数(５年)による
按分額を発生時より費用処理してい
る。
 数理計算上の差異については、そ
の発生時の従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数(５年)による按
分額をそれぞれ発生の翌事業年度よ
り費用処理している。

(5) 役員退職慰労引当金
  役員の退職慰労金の支給に充てる
ため、内規に基づく期末要支給額を
計上している。

(5) 役員退職慰労引当金
同左

５ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引については、通常の賃
貸借取引に係る方法に準じた会計処理
によっている。

同左

６ ヘッジ会計の方法 ① 繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法
  為替予約取引及び金利スワップ取
引を行っている。為替予約取引は、
繰延ヘッジ処理によっている。ただ
し、振当処理の要件を満たしている
ものについては、振当処理を採用し
ている。また、金利スワップ取引
は、特例処理の要件を満たしている
ため、特例処理を採用している。

① 繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法
同左

② ヘッジ手段とヘッジ対象
 ・ヘッジ手段…為替予約取引、金利

スワップ取引
 ・ヘッジ対象…売掛金、借入金

② ヘッジ手段とヘッジ対象
・ヘッジ手段…為替予約取引、金利

スワップ取引
・ヘッジ対象…売掛金、設備輸入  

       代金(予定取引)、借 
       入金

③ ヘッジ方針
  為替の変動によるリスク、将来の
金利及び時価(割引現在価値)の変動
によるリスクを回避するために行っ
ている。

③ ヘッジ方針
同左



 
  

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

④ ヘッジ有効性評価の方法
  為替予約については、キャッシ
ュ・フロー変動を比較し、その変動
額の比率によって有効性を評価して
いる。ただし、為替予約の締結時に
リスク管理方針に従って、同一金額
で同一期日の為替予約をそれぞれ振
当てているものについては、その後
の為替相場の変動による相関関係は
完全に確保されており、その判定を
もって有効性の判定に代えている。

  また、金利スワップについては、
ヘッジ対象とヘッジ手段について、
(想定)元本、利息の受払条件、契約
期間等の重要な条件が同一であるた
め、特例処理の要件を満たしてお
り、その判定をもって有効性の判定
に代えている。

④ ヘッジ有効性評価の方法
同左

７ その他財務諸表作成のた
めの基本となる重要な事
項

消費税等の会計処理方法
 消費税及び地方消費税の会計処理
は、税抜方式を採用している。

消費税等の会計処理方法
同左



(会計処理の変更) 

  

 
  

(表示方法の変更) 

  

 
  

(追加情報) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準） 

  当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」 

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年8月9日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第6号 平成15年10月31日）を適用している。 

 これによる損益に与える影響はない。

─────── 

 

 

 

 

 

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 
（自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準等の
一部改正） 
 当事業年度から、「貸借対照表の純資産の部の表示に関
する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９日
企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表
示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会
平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号）並びに
改正後の「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計
基準」（企業会計基準委員会 最終改正平成18年８月11日
企業会計基準第１号)及び「自己株式及び準備金の額の減
少等に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会
最終改正平成18年８月11日 企業会計基準適用指針第２
号）を適用している。これによる損益に与える影響はな
い。 
 なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は
27,486百万円である。 
 財務諸表等規則の改正により、当事業年度における財務
諸表は、改正後の財務諸表等規則より作成している。

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

―――――― ――――――

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

―――――― ――――――



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 

 
  

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

注１ 担保資産及び担保付債務 注１ 担保資産及び担保付債務

  (1) 担保に供している資産は次のとおりである。

 土地 151百万円

 建物 3,414百万円

 構築物 294百万円

 機械装置 6,076百万円

 工具器具及び備品 177百万円

 計 10,114百万円

  (1) 担保に供している資産は次のとおりである。

土地 151百万円

建物 3,332百万円

構築物 330百万円

機械装置 5,707百万円

工具器具及び備品 225百万円

計 9,746百万円

    担保付債務は次のとおりである。

 子会社東邦キャタリスト㈱ 
 の長期借入金

750百万円

    担保付債務は次のとおりである。

子会社東邦キャタリスト㈱ 
 の長期借入金

250百万円

  (2) このうち、財団抵当に供している資産は次のと

おりである。

 土地 151百万円

 建物 3,414百万円

 構築物 294百万円

 機械装置 6,076百万円

 工具器具及び備品 177百万円

 計 10,114百万円

  (2) このうち、財団抵当に供している資産は次のと

おりである。

土地 151百万円

建物 3,332百万円

構築物 330百万円

機械装置 5,707百万円

工具器具及び備品 225百万円

計 9,746百万円

    担保付債務は次のとおりである。

 子会社東邦キャタリスト㈱ 
 の長期借入金

750百万円

    担保付債務は次のとおりである。

子会社東邦キャタリスト㈱ 
 の長期借入金

250百万円

注２ 関係会社に対する債権・債務

買掛金 126百万円

未払金 101百万円

注２ 関係会社に対する債権・債務

重要性がないため、記載していない。

注３ 授権株式数
    普通株式 160,000,000株

   発行済株式総数
    普通株式 60,770,910株

注３       ──────    

 ４ 配当制限

    有価証券の時価評価により、純資産額が145百

万円増加している。

    なお、当該金額は旧商法施行規則第124条第３

号の規定により、配当に充当することが制限さ

れている。

 ４       ──────

    

注５ 自己株式の保有数

普通株式 92,210株

注５       ──────

 ６ 売掛金の債権譲渡契約に基づく譲渡高

498百万円

注７         ─────

 ６ 売掛金の債権譲渡契約に基づく譲渡高

632百万円

注７  期末日満期手形の会計処理については、手形 

   交換日をもって決済処理している。 

    なお、当期末日が、金融機関の休日であった 

   ため、期末日満期手形が次の科目に含まれてい  

   る。

受取手形 26百万円



(損益計算書関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

注１ 試供品によるものである。 注１        ──────

注２ 販売費に属する費用のおおよその割合は12％

   一般管理費に属する費用のおおよその割合は88％

   販売費及び一般管理費のうち主なものは次のとお

りである。

 給与手当 390百万円

 賞与引当金繰入額 77百万円

 役員賞与引当金繰入額 －百万円

 退職給付費用 45百万円

 役員退職慰労引当金繰入額 47百万円

 荷造発送費 206百万円

 減価償却費 73百万円

 研究開発費 900百万円

注２ 販売費に属する費用のおおよその割合は11％

   一般管理費に属する費用のおおよその割合は89％

   販売費及び一般管理費のうち主なものは次のとお

りである。

給与手当 539百万円

賞与引当金繰入額 91百万円

役員賞与引当金繰入額 80百万円

退職給付費用 55百万円

役員退職慰労引当金繰入額 28百万円

荷造発送費 249百万円

減価償却費 72百万円

研究開発費 909百万円

注３ 研究開発費の総額 注３ 研究開発費の総額

 一般管理費 900百万円

 当期製造費用 ―

 計 900百万円

一般管理費 909百万円

当期製造費用 ─

計 909百万円

注４ 関係会社との取引高 注４ 関係会社との取引高

 売上高 963百万円

 仕入高 6,778百万円

 受取配当金 221百万円

 固定資産賃貸料 108百万円

 受取技術料 23百万円

受取配当金 334百万円

固定資産賃貸料 103百万円

注５ 固定資産除却損の内容は次のとおりである。 注５ 固定資産除却損の内容は次のとおりである。

 建物 44百万円

 機械装置 240百万円

 工具器具及び備品 24百万円

 その他 2百万円

 計 311百万円

建物 17百万円

機械装置 86百万円

工具器具及び備品 3百万円

その他 6百万円

計 113百万円

注６         ───── 

 

注７ 前事業年度末に譲渡した連結子会社三京ダイヤモ

ンド工業㈱へ転籍した従業員に対して支給した割

増退職金である。

 

注６ 固定資産売却損の内容は次のとおりである。

機械装置 9百万円

注７         ─────

注８         ───── 注８ 当社は、当事業年度において以下の資産について

減損損失を計上している。

 

場所 用途 種類 減損損失

神奈川県高座郡寒川町 共用資産 土地 81百万円

    当社は主として継続的に収支の把握を行って 
    いる管理会計上の区分（事業別）を単位として 
    グルーピングを行っている。 
     当事業年度において売却予定となった資産に 
    ついて、回収可能価額まで減額し、当該減少額 
    を減損損失として計上している。なお、回収可 
    能価額は不動産鑑定評価基準を基礎として測定 
    している。 



(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 自己株式に関する事項 

   

(変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次の通りである。 

 単元未満株式の買取りによる増加  1,170株 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 92,210 1,170 ─ 93,380



(リース取引関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計相当額及び期末残高相当額

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計相当額及び期末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

車両運搬具 8 4 3

工具器具及び 
備品

1,356 637 719

ソフトウェア ─ ─ ─

合計 1,365 642 723

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

車両運搬具 3 1 2

工具器具及び
備品

1,986 732 1,253

ソフトウェア 9 4 5

合計 1,999 738 1,260

 (注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定している。

同左

 ② 未経過リース料期末残高相当額等

   未経過リース料期末残高相当額

 ② 未経過リース料期末残高相当額等

   未経過リース料期末残高相当額

１年内 266百万円

１年超 456百万円

合計 723百万円

１年内 446百万円

１年超 814百万円

合計 1,260百万円

 (注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算

定している。

同左

 ③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、 

  減価償却費相当額及び減損損失

 ③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、 

  減価償却費相当額及び減損損失

支払リース料 285百万円

減価償却費相当額 285百万円

支払リース料 407百万円

減価償却費相当額 407百万円

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっている。

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

２ オペレーティング・リース取引

――――

(減損損失について)
 リース資産に配分された減損損失はない。

２ オペレーティング・リース取引

────

(減損損失について)

同左



(有価証券関係) 

前事業年度(平成18年３月31日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

当事業年度(平成19年３月31日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはない。 

  

(税効果会計関係) 

  

   
  

  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

 役員退職慰労引当金 62百万円

 未払事業税否認 224百万円

 賞与引当金超過額 185百万円

 減価償却費限度超過額 14百万円

 賞与引当社会保険料見積額 25百万円

 ゴルフ会員権評価損 73百万円

 退職給付引当金超過額 212百万円

 固定資産除却損 49百万円

 減損損失 ─百万円

 その他 3百万円

繰延税金資産小計 851百万円

 評価性引当額 ─

繰延税金資産合計 851百万円

繰延税金負債
 固定資産圧縮積立金
  繰延ヘッジ資産

△12百万円
─百万円

 その他有価証券評価差額金 △99百万円

繰延税金負債合計 △111百万円

繰延税金資産の純額 740百万円
 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

役員退職慰労引当金 62百万円

未払事業税否認 153百万円

賞与引当金超過額 226百万円

減価償却費限度超過額 4百万円

賞与引当社会保険料見積額 29百万円

ゴルフ会員権評価損 58百万円

退職給付引当金超過額 207百万円

固定資産除却損 38百万円

減損損失 33百万円

その他 21百万円

繰延税金資産小計 834百万円

評価性引当額 △69百万円

繰延税金資産合計 765百万円

繰延税金負債
固定資産圧縮積立金
繰延ヘッジ資産

△15百万円
△48百万円

その他有価証券評価差額金 △146百万円

繰延税金負債合計 △211百万円

繰延税金資産の純額 554百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

 

法定実効税率 40.6％

(調整)

 受取配当金の調整 △1.3％

 試験研究費等の税額控除 △1.5％

 その他 0.2％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 38.0％

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負 
 担率との間の差異が法定実効税率の百分の五以下で 
 あるため注記を省略している。  



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

  

 
  

(重要な後発事象) 

  

 
  

  

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 378円83銭 454円15銭

１株当たり当期純利益 70円17銭 88円14銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式がない

ため記載していない。

 当社は、平成18年２月１日付で株式
１株につき２株の株式分割を行ってい
る。 
 なお、当該株式分割が前期首に行わ
れたと仮定した場合の前事業年度にお
ける１株当たり情報については、以下
のとおりとなる。

同左 

 

 

──────

１株当たり純資産額

１株当たり当期純利益

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益

311円67銭

16円90銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式がない

ため記載していない。

──────

──────

──────

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

損益計算書上の当期純利益(百万円) 4,307 5,348

普通株式に係る当期純利益(百万円) 4,257 5,348

普通株主に帰属しない金額(百万円) 50 ─

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

(百万円)

(利益処分による役員賞与金) (50) (─)

普通株式の期中平均株式数(株) 60,679,590 60,678,007

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

―――――― 
 

重要な設備投資計画の決定
 当社は、平成19年４月４日開催の取締役会において、
スポンジチタンの生産能力増強を目的として、以下のと
おり新工場建設を決議した。 
 １.生産能力  12,000ｔ/年 
 ２.建設計画  平成19年11月 着工 
         平成21年８月 完工 
         平成21年12月 営業運転開始 
 ３.投資予定額 39,600百万円 
 ４.資金調達の方法 自己資金及び銀行等からの借入 
 ５.立地    北九州市若松区（新日本製鐵㈱ 
         八幡製鐵所内保有地）  



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

財務諸表等規則第124条の規定により記載を省略した。 

  



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) １ 当期増加額のうち主なものは、次のとおりである。 

 
２ 当期減少額のうち主なものは、次のとおりである。 

   

 
  なお、当期減少額のうち（ ）内は内書きで減損損失の計上額である。 

資産の種類
前期末残高 
(百万円)

当期増加額 
(百万円)

当期減少額 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

当期末減価 
償却累計額 

又は償却累計
額(百万円)

当期償却額 
(百万円)

差引当期末 
残高(百万円)

有形固定資産

 建物 8,839 150 18 8,971 5,212 221 3,759

 構築物 979 65 19 1,025 687 24 338

 機械装置 26,402 942 478 26,866 20,640 1,257 6,225

 車両運搬具 49 ─ 0 48 40 3 8

 工具器具及び備品 1,243 147 34 1,357 1,105 83 251

 土地 1,630 217
81

1,766 ─ ─ 1,766
(81)

 建設仮勘定 454 3,964 1,508 2,910 ─ ─ 2,910

有形固定資産計 39,600 5,488
2,141
(81)

42,946 27,685 1,591 15,261

無形固定資産

 借地権 83 ─ 83 ─ ─ ─ ─

 ソフトウェア 288 11 ─ 299 174 58 125

 その他 3 0 ─ 3 0 0 3

無形固定資産計 374 12 83 303 174 58 129

長期前払費用 27 ─ ─ 27 11 4 15

繰延資産

― ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─

繰延資産計 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─

機械装置 造液工程 284百万円

電解工程 124百万円

電材設備 99百万円

建設仮勘定 インゴット設備 1,354百万円

技術開発 696百万円

造液工程 391百万円

機械装置 造液工程 98百万円

電材設備 260百万円



【引当金明細表】 

  

 
  

  

  

区分
前期末残高 
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用) 
(百万円)

当期減少額
(その他) 
(百万円)

当期末残高 
(百万円)

貸倒引当金 24 ─ ─ ─ 24

賞与引当金 457 549 457 ─ 549

役員賞与引当金 ─ 80 ─ ─ 80

役員退職慰労引当金 154 28 30 ─ 152



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

資産の部 

ａ 流動資産 

① 現金及び預金 

  

 
  

② 受取手形 

相手先別内訳 

  

 
  

期日別内訳 

  

 
  

区分 金額(百万円)

現金 0

預金

当座預金 423

普通預金 306

定期預金 1,300

預金計 2,030

合計 2,030

相手先 金額(百万円)

キャノンオプトロン㈱ 46

共立マテリアル㈱ 23

ノリタケ機材㈱ 15

エステック㈱ 2

㈱クラベ 1

その他 2

計 92

平成19年４月 ５月 ６月 ７月 計

49百万円 16百万円 16百万円 10百万円 92百万円



③ 売掛金 

 相手先別内訳 

  

 
  

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

 
(注) 当期発生高には消費税等が含まれている。 

  

④ 製品 

  

 
  

⑤ 原料 

  

 
  

相手先 金額(百万円)

三井物産非鉄販売㈱ 2,384

愛知製鋼㈱ 429

JFEスチール㈱ 411

㈱神戸製鋼所 304

㈱アロイ 295

その他 1,418

計 5,244

区分

前期繰越高 
(百万円) 

 
Ａ 
 

当期発生高 
(百万円) 

 
Ｂ 
 

当期回収高
(百万円) 

 
Ｃ 
 

次期繰越高
(百万円) 

 
Ｄ 
   

回収率(％)

Ｃ
Ａ＋Ｂ

滞留期間(月)

(Ａ＋Ｄ)×
１
２

Ｂ ×
１
12

売掛金 4,078 29,282 28,116 5,244 84.3 1.91

区分 金額(百万円)

金属チタン 1,648

電材 478

計 2,127

区分 金額(百万円)

チタン鉱石 923

インゴット原料 477

その他 72

計 1,474



⑥ 仕掛品 

  

 
  

⑦ 貯蔵品 

  

 
  

⑧ 関係会社短期貸付金 

  

 
  

区分 金額(百万円)

金属チタン 2,318

電材 296

計 2,614

区分 金額(百万円)

補助材料他 323

計 323

相手先 金額(百万円)

東邦キャタリスト㈱ 1,142

トーホーテック㈱ 641

㈱テスコ 28

計 1,813



負債の部 

ａ 流動負債 

① 買掛金 

相手先別内訳 

  

 
  

② 未払法人税等 

  

 
  

相手先 金額(百万円)

東京電力㈱ 442

三井物産㈱ 300

古河産業㈱ 126

新日本製鐵㈱ 87

日曹商事 77

その他 665

計 1,699

借入先 金額(百万円)

法人税 1,233

住民税 273

事業税 375

計 1,882



(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
  

  

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類
１株券、５株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券、10,000株券、 
100株未満の株数を表示した株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え

  取扱場所
中央三井信託銀行株式会社本店
東京都港区芝三丁目33番１号

  株主名簿管理人
中央三井信託銀行株式会社
東京都港区芝三丁目33番１号

  取次所
中央三井信託銀行株式会社全国各支店
日本証券代行株式会社本店及び全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 １枚につき 250円

株券喪失登録

  株券喪失登録申請料 １件につき 8,600円

  株券登録料 １枚につき 500円

単元未満株式の買取り

  取扱場所
中央三井信託銀行株式会社本店
東京都港区芝三丁目33番１号

  株主名簿管理人
中央三井信託銀行株式会社
東京都港区芝三丁目33番１号

  取次所
中央三井信託銀行株式会社全国各支店
日本証券代行株式会社本店及び全国各支店

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法
 電子公告（アドレス http://www.toho-titanium.co.jp/）による。ただし、電子
公告によることができない事故その他のやむを得ない事由が生じたときは、日本経済
新聞に掲載して行う。

株主に対する特典 なし



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、証券取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。  

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第4号（主要株主の異動）の規定に基づく臨時報告書

を平成18年４月３日関東財務局長に提出 

  

(2) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第75期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)平成18年６月27日関東財務局長に

提出 

  

(3) 有価証券報告書の訂正報告書 

上記（2）の有価証券報告書の訂正報告書を平成18年８月17日関東財務局長に提出 

  

(4) 半期報告書 

事業年度 第76期中(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)平成18年12月15日関東財務局長

に提出 

  

  



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２７日

東邦チタニウム株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東邦チタニウム株式

会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計

算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東邦チタニウム

株式会社及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 黒 澤 誠 一 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 渥 美 龍 彦 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１９年６月２８日

東邦チタニウム株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東邦チタ二ウム株式会社
の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算
書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作
成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私どもに連結財務諸
表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用し
た会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを
含んでいる。私どもは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東邦チタ二ウム株式
会社及び連結子会社の平成１９年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・
フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
  
追記情報 
 １．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項３．会計処理基準に関する事項に記載されているとおり、連結子会社である

東邦キャタリスト株式会社は、貯蔵品を除くたな卸資産の評価基準及び評価方法について、後入先出法による原価法から先入先
出法による原価法に変更した。 

 ２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１９年４月４日開催の取締役会において、スポンジチタンの生産能力増
強のための新工場を建設することを決議した。 

  
会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  
 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 黒 澤 誠 一 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 渥 美 龍 彦 

      

新 日 本 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 上 林 三子雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 佐 藤 明 典 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２７日

東邦チタニウム株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東邦チタニウム株式

会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第７５期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利

益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東邦チタニウム株式

会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示

しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 黒 澤 誠 一 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 渥 美 龍 彦 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１９年６月２８日

東邦チタニウム株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている東邦チタ二ウム株式会社

の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第７６期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資

本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、私どもに財務諸表に

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会

計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでい

る。私どもは、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東邦チタ二ウム株式会社

の平成１９年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。 
  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１９年４月４日開催の取締役会において、スポンジチタンの生産能力増強の

ための新工場を建設することを決議した。 
  

会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以  上 
  
 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 黒 澤 誠 一 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 渥 美 龍 彦 

      

新 日 本 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 上 林 三子雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 佐 藤 明 典 
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